
企 業 会 計 予 算



（単位  千円）
収 益 的 収 入 お よ び 支 出

令和 2 年度滋賀県モーターボート競走事業会計予算実施計画

１ 開 催 収 益

備　　　　　　　考

１

１３,３０５

２２,４７１

２１,６７５

２,６２２２

使 用 料

受 取 利 息 お よ び 配 当 金

３ 長 期 前 受 金 戻 入

４ 雑 収 益

（収　　 　入）

１

営 業 外 収 益

款

モーターボート競走事業収益

モーターボート競走事業

２

３９,２００,０００

４１,８９７,３００

場間場外発売事務受託収益

３

４１,８３７,２２７

２,５１７,３０２

項 目

６０,０７３

１１９,９２５

予　　　　定　　　　額

そ の 他 営 業 収 益

営 業 収 益１

２



（単位  千円）

費

２,５２０,８４８

資 産 減 耗 費

総 係 費

３８５,１２０５ 減 価 償 却 費

４０４,１０２２

８８,２５２６

ボ ー ト ピ ア 発 売 事 業 費

２９２,１１９

４１,７９７,３００

４１,４４９,７３３

備　　　　　　　考予　　　　定　　　　額目

３７,７５９,２９２

（支　　 　出）

２ 営 業 外 費 用

１ 営 業 費 用

款 項

モーターボート競走事業

１ モーターボート競走事業費用

繰 出 金

場 間 場 外 発 売 事 務 受 託 費

３

４

１ 開 催 費

１

２

支払利息および企業債取扱諸 ２３,８９６

雑 支 出

消 費 税 お よ び 地 方 消 費 税

３４７,５６７

４,８８６

３

１８,７８５４

３００,０００



（単位  千円）

（単位  千円）

備　　　　　　　考

１５,０００１ 資 本 的 収 入

１５,０００１ 補 助 金

目

建 設 改 良 費１

（支　　 　出）

資 本 的 支 出

款

１

項

（収　　 　入）

款 項

資 本 的 収 入 お よ び 支 出

モーターボート競走事業

１,２０２１ 基 金 積 立 金

２ 企 業 債 償 還 金

１,１２２,４５８１ 企 業 債 償 還 金

３ 投 資 １,２０２

１,１２２,４５８

固 定 資 産 購 入 費

施 設 改 良 費

備　　　　　　　考

１ ８５,９４７

予　　　　定　　　　額

１,３３０,３００

２０６,６４０

１２０,６９３２

目 予　　　　定　　　　額

１５,０００１ 補 助 金



（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）
（単位  千円）

１

２

３

モーターボート競走事業

令和 2 年度滋賀県モーターボート競走事業予定キャッシュ・フロー計算書

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

当 年 度 純 利 益 １００,０００

引 当 金 の 増 減 額 ８,５５３

減 価 償 却 費 ３８５,１２０

資 産 減 耗 費 １,０００

支 払 利 息 ２３,８９６

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ ２２,４７１

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金 △ ２,６２２

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額 ２,６２２

利 息 の 支 払 額 △ ２３,８９６

未 払 金 の 増 減 額 ８６,９８０

小 計 ５８０,４５６

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ ２１３,２９４

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ５５９,１８２

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入 １５,０００

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ １９９,４９６

基 金 積 立 に よ る 支 出 △ １,２０２

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る △ １,１２２,４５８
た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出



財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ １,１２２,４５８

モーターボート競走事業

資 金 期 首 残 高 ２,７２０,０２９

資 金 期 末 残 高 １,９５７,２５７

資 金 増 加 額 △ ７６２,７７２



人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(78)  34,307  97,212  43,426  174,945  29,666

 －  －  －  －

 204,611

 127,833  24,056  151,889

(78)  34,307  97,212  43,426  174,945  29,666  204,611

 62,889  127,833  24,056  151,889

 －

 162,156

 106,315  302,778  53,722  356,500

 34,307  302,778  53,722  356,500

 －  －  －  －  －

法 定 福 利 費 合 計
報 酬 給 料 手 当 計

 －

7,340 1,513

2,043 9,504

手　当　の　内　訳 比　　較 △ 272 6,290 366 19,212 353 7,441

 －

 62,889

前
　
年
　
度

10,102 9,383 11,017

前 年 度 1,678 5,130 1,422 16,556 11,751 2,661

本 年 度 1,406 11,420 1,788 35,768 12,104

区　　分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 期 末 手 当
時 間 外 勤 務
手 当

 －  －  －  －  －

 －  64,944

－

(78)

モーターボート競走事業

給 与 費 明 細 書

　　１　総　　　括

区　　　　　　　　　　　　　　分
職 員 数

 18本
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 － (78)  106,315

 34,307  162,156

特 別 職 一 般 職

資 本 勘 定 支 弁 職 員

給 与 費

－ －

合 計 －

 －  64,944

－

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － －  －

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － －

 18

合 計 － 18

損 益 勘 定 支 弁 職 員 － 18

比
　
　
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 －

勤 勉 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当

合 計 －



千円 千円 千円 千円 千円

人 人 千円 千円 千円 千円 千円

　　　(1) 会計年度任用職員以外の職員

△ 483 443

－ － － －

－ － －

合 計 －  － 505 421 926

421 926 △ 483 443

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － － － －

18  65,449  63,310  128,759

－ － － － －

比
　
　
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 －  － 505

－

合 計 － 18  64,944  62,889  127,833  24,056 151,889

24,056 151,889

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － －

区　　　　　　　　　　　　　　分
職 員 数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

法 定 福 利 費

本
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 － 18

 23,573 152,332

前
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 － 18 64,944 62,889 127,833

合 計 －

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － －

比　　較 － － － 1,323 △ 140

65,449 63,310 128,759 23,573 152,332

合　　　　　計
特 別 職 一 般 職 給 料 手 当 計

前 年 度 2,151 420 1,773 7,080 720

本 年 度 2,151 420 1,773 8,403 580

区　　分 休日勤務手当
管 理 職 員
特別勤務手当

管 理 職 手 当 退 職 手 当 児 童 手 当

　　注　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

モーターボート競走事業



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円

人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

 －

－ －

－ (78)
 －

－ －

－ －

－ －  －  －  －

 －  －  －

資 本 勘 定 支 弁 職 員  －  －  －  －  －

前
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員  －  －  －

 －

合 計  34,307  96,707  43,005  174,019  30,149  204,168

 174,019  30,149  204,168

資 本 勘 定 支 弁 職 員  －  －  －  －  －

本
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員  34,307  96,707  43,005

 －

合 計  －  －  －

区　　　　　　　　　　　　　　分
給 与 費

法 定 福 利 費 合 計
報 酬 給 料 手 当 計

職 員 数

特 別 職 一 般 職

－ (78)

　　注　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載したものである。

366 △ 6

9,504

前 年 度 1,678 5,130 1,422 16,556 11,751

353 △ 239 － －

区　　分 休日勤務手当
管 理 職 員
特別勤務手当

管 理 職 手 当 退 職 手 当 児 童 手 当

比　　較 △ 272 △ 964

2,661

比　　較 － － － 1,323 △ 140

前 年 度 2,151 420 1,773 7,080 720

本 年 度 2,151 420 1,773 8,403 580

2,043 9,504

特殊勤務手当
時 間 外 勤 務
手 当

本 年 度 1,406 4,166 1,788 16,550 12,104 2,422 2,043

区　　分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当

　　　(2) 会計年度任用職員

手　当　の　内　訳

モーターボート競走事業



千円 千円 千円 千円 千円

－ －

－ (78)
 －

　　注　１　この表は、報酬または給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて記載したものである。

　　  　２　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

比　　較 7,254 19,218 7,680 7,340 1,513

前 年 度 － － － － －

本 年 度 7,254 19,218 7,680 7,340 1,513

区　　分 地 域 手 当 期 末 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当
時 間 外 勤 務
手 当

合 計  34,307  96,707  43,005  174,019  30,149  204,168

手　当　の　内　訳

 －

－ (78)
 －

 174,019  30,149  204,168

資 本 勘 定 支 弁 職 員  －  －  －  －  －

損 益 勘 定 支 弁 職 員  34,307  96,707  43,005

モーターボート競走事業

比
　
　
　
較



千円 千円

給与改定に伴う 給与改定の状況
増減分

　　　　　

昇給に伴う増加
分

その他の増減分 職員数の異動状況

人 人 人

制度改正に伴う 制度改正の状況
増減分

一般会計と同じ

その他の増減分 43,964

前年度  勤勉手当
　 改定実施時期　　 　 　        　令和元年12月１日

比　　較 － － －

手 当 43,426 △ 538

本 年 度 18 － 18

前 年 度 18 － 18

　 改定実施時期　　 　 　        　令和２年４月１日

 94,918千円 区　　分 現 に 在 職 す る 職 員 そ の 他 計

　 改定実施時期　　 　　　　　　 　平成31年４月１日

本年度

1,220

94,918 職 員 構 成 の 異 動 等

説 明 備 考

給 料 97,212 1,074

前年度  給料の改定率　　　　　　　　　　　　　　　　 0.1％

モーターボート競走事業

　　２　給料および手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

 給料月額を引上げ
　 改定実施時期　　 　　　　　　 　令和２年４月１日

本年度  扶養手当、地域手当、住居手当



モーターボート競走事業

平成30年12月１日現在 平均給与月額

37.7平 均 年 齢

37.3平 均 年 齢

 292,928平均給料月額

 366,662

 374,373  191,370  191,370令和元年12月１日現在 平均給与月額 大 学 卒

行 政 職

 289,856  157,092  157,092平均給料月額 高 校 卒

　　　(2) 初　任　給 （単位　円）

一般会計の制度
区 分 行 政 職 区 分 行 政 職

　　３　給料および手当の状況

　　　(1) 職員１人当たり給与 （単位　円・歳）



計  18 100.0

平

成

30

年

12

月

１

日

現

在 １ 級  4 22.2

２ 級  4 22.2

３ 級 4 22.2

４ 級  1 5.6

５ 級  1 5.6

６ 級  3 16.6

７ 級  1 5.6

計  18 100.0

１ 級  6 33.3

２ 級  2 11.1

３ 級  3 16.7

４ 級  2 11.1

５ 級  2 11.1

令

和

元

年

12

月

１

日

現

在

６ 級  2 11.1

７ 級  1 5.6

区 分
職　員　数 構　成　比

行 政 職

モーターボート競走事業

　　　(3) 級別職員数 （単位　人・％）



モーターボート競走事業

8 号 給  －

比 率 (B)/(A) 88.9

 1

4 号 給  12
号 給 数 別 内 訳

6 号 給  3

職 員 数 (A)  18

前

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  16

2 号 給

8 号 給  －

比 率 (B)/(A) 83.3

 1

4 号 給  12
号 給 数 別 内 訳

6 号 給  2

職 員 数 (A)  18

本

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  15

2 号 給

　　　(4) 昇　　給 （単位　人・％）

区 分 行 政 職

（困 難） （困 難） （困 難） （困 難）  (高 度）
課長補佐 主 幹 係 長 主任主事 主 事

行 政 職 課 長 主 査 主 事

2 級 1 級

参 事 課長補佐 主 幹 係 長 主任主事

区 分 7 級 6 級 5 級 4 級 3 級

　　　 　（級別の基準となる職務）



一 般 会 計 の 制 度
(1.175)
2.25

(1.175)
2.25

(2.35)
4.50

有

本 年 度
(1.175)
2.25

(1.175)
2.25

(2.35)
4.50

有

前 年 度
(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

(2.35)
4.45

有

　　　(6) 期末手当・勤勉手当 （単位　月）

区 分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

支　 給　 率　 計 職制上の段階、職務の 備 考
6 月 12 月 級等による加算措置

公営競技開催業務手当支給額の多い手当

代表的な特殊
勤務手当の名
称

多くの職員に支給
さ れ て い る 手 当

公営競技開催業務手当

6,947支給対象職員１人当たり平均支給月額

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

100.0支 給 対 象 職 員 の 比 率

行 政 職

1.9

モーターボート競走事業

　　　(5) 特殊勤務手当 （令和元年12月１日現在　単位　％・円）

区 分



定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

　　注　１　「(1) 職員１人当たり給与」は、当該日に在職する職員（休職職員等を除く｡）について算出したものである。

　　　　２　「(1) 職員１人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当および児童手当を除いて算出したものである。

　　　　３　「(4) 昇給」の昇給に係る職員数は、短時間勤務職員を除いたものである。

　　　　４　「(6) 期末手当・勤勉手当」の（　）書は、再任用職員に係る支給率である。

モーターボート競走事業

地 域 手 当 同　　　　　じ

住 居 手 当 同　　　　　じ

通 勤 手 当 同　　　　　じ

　　　(8) その他の手当

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　　　　じ

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度
（ 支　給　率　等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
（2％～45％加算）

支　　　　給　　　　率　　　　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
（2％～45％加算）

　　　(7) 定年退職および応募認定退職に係る退職手当 （単位　月）

区 分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度
そ の 他 の
加 算 措 置 等

備 考



（単位  千円）

964 － － 964

平成28年度 19,500

令和元年度まで 令和３年度まで

令和元年度 17

34,574 － － 34,574

モーターボート競走事業

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

令 和 元 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

令 和 ２ 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

そ　の　他期　　　　間 金　　額 期　　　　間 金　　額 企　業　債 国 補 助 金

公 営 企 業 会 計 シ ス テ ム 構 築 業 務 平成29年度から 1,423 令和２年度から

令和７年度まで

入 金 機 管 理 業 務 34,574 － － 令和３年度から



（単位  千円）

１
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ハ
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チ
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令和 2 年度滋賀県モーターボート競走事業予定貸借対照表

（令　和　３　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

土 地 ４８６,６１７

建 物 ５,９８７,２３５

(1) 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 ６１,７６２△         ３２６,６６１

車 両 お よ び 運 搬 具 ８０９

機 械 お よ び 装 置 ２７０,９１１

減 価 償 却 累 計 額 １０１,４７９△       １６９,４３２

減 価 償 却 累 計 額 １,３１７,５８２△    ４,６６９,６５３

構 築 物 ３８８,４２３

減 価 償 却 累 計 額 ７９,０３５△         １８２,９９７

リ ー ス 資 産 ２５２,７８６

減 価 償 却 累 計 額 ７４,２６１△         １７８,５２５

減 価 償 却 累 計 額 ５４８△              ２６１

工 具 器 具 お よ び 備 品 ２６２,０３２

船 舶 ２,５８４

減 価 償 却 累 計 額 １,７７２△           ８１２

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １,２０２,８７９

モーターボート競走事業

有 形 固 定 資 産 合 計 ６,０１４,９５８

(2) 投 資 そ の 他 の 資 産

基 金 １,２０２,８７９

固 定 資 産 合 計 ７,２１７,８３７



２

３

イ

イ

４

イ

イ

５

モーターボート競走事業

３３８,３００

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 １,９５７,２５７

(2) 未 収 金

建設改良費等の財源に充てるための ２,０２８,８６９
企 業 債

企 業 債 合 計

９,５１３,３９４

負　　　　債　　　　の　　　　部

流 動 資 産 合 計 ２,２９５,５５７

２,０２８,８６９

固 定 負 債

(2) 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 １４３,８７１

引 当 金 合 計 １４３,８７１

建設改良費等の財源に充てるための ３４７,５４９
企 業 債

企 業 債 合 計 ３４７,５４９

資 産 合 計

２,１７２,７４０

流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

(1) 企 業 債

(1) 企 業 債

(4) 預 り 金 ９５,０００

流 動 負 債 合 計 １,１５４,６４５

(3) 引 当 金

賞 与 等 引 当 金 １２,２４６

引 当 金 合 計

(2) 未 払 金 ６９９,８５０

繰 延 収 益

１２,２４６



６

７

イ

ロ

ハ

５３,５８８△         ５３,６１２

(1) 長 期 前 受 金 １０７,２００

収 益 化 累 計 額

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 ４,０８６,４４４

繰 延 収 益 合 計 ５３,６１２

負 債 合 計 ３,３８０,９９７

減 債 積 立 金 ４,９０３

建 設 改 良 積 立 金

モーターボート競走事業

資 本 合 計 ６,１３２,３９７

負 債 資 本 合 計 ９,５１３,３９４

４７４,１１７

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 １,５６６,９３３

剰 余 金 合 計 ２,０４５,９５３

利 益 剰 余 金 合 計 ２,０４５,９５３

剰 余 金

(1) 利 益 剰 余 金



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　15～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　10～45年

　　　　　船舶　　　　　　　　　４～５年

　　　　　工具器具および備品　　４～15年

　　(2) リース資産

　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引については、自己所有に係る固定資産の減価償却の方法と同一の会計処理によっている。

　２　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額におけるモーターボート競走事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額につ

　　　いては、各会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 97,611千円を除いて計上している。

　　(2) 賞与等引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を

　　　計上している。

　　(3) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

　　　　なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

　３　その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　(1) 消費税等の会計処理

モーターボート競走事業

注 記

（令 和 ３ 年 ３ 月 31 日）



  　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　令和２年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　なし

Ⅲ　令和２年度予定貸借対照表に関する注記

　　なし

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　　報告セグメントがモーターボート競走事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅴ　その他の注記

　　なし

モーターボート競走事業



（単位  千円）

１

２

３

４

(1) 開 催 収 益 ３８,１００,０００

モーターボート競走事業

令和元年度滋賀県モーターボート競走事業予定損益計算書

（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）

営 業 収 益

(3) そ の 他 営 業 収 益 １０３,４２７ ４０,５３０,２０７

(2) 場 間 場 外 発 売 事 務 受 託 収 益 ２,３２６,７８０

営 業 費 用

(1) 開 催 費 ３５,８７０,３７３

(3) ボ ー ト ピ ア 発 売 事 業 費 ２,２１１,５６８

(2) 場 間 場 外 発 売 事 務 受 託 費 ３３９,４２２

(6) 資 産 減 耗 費 １００ ３９,０４２,４１５

(4) 総 係 費 ２６０,１８０

(5) 減 価 償 却 費 ３６０,７７２

営 業 利 益 １,４８７,７９２

営 業 外 収 益

(2) 受 取 利 息 お よ び 配 当 金 ２,５５０

(1) 使 用 料 １９,７２０

(4) 雑 収 益 １１,９０４ ４４,５４７

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 １０,３７３

営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 お よ び 企 業 債 取 扱 諸 費 ２８,３７７

(2) 繰 出 金 ３００,０００

経 常 利 益

(3) 雑 支 出 ７６０,１４３ １,０８８,５２０

４４３,８１９

△ １,０４３,９７３

当 年 度 純 利 益 ４４３,８１９



モーターボート競走事業

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 ４４３,８１９



（単位  千円）
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(1) 有 形 固 定 資 産

モーターボート競走事業

令和元年度滋賀県モーターボート競走事業予定貸借対照表

（令　和　２　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

土 地 ４８６,６１７

建 物 ５,９８７,２３５

減 価 償 却 累 計 額 １,０３３,４８１△    ４,９５３,７５４

構 築 物 ３５０,０１６

減 価 償 却 累 計 額 ４０,４１５△         ３０９,６０１

機 械 お よ び 装 置 ２３１,１８４

減 価 償 却 累 計 額 ５６,４３０△         １７４,７５４

車 両 お よ び 運 搬 具 ８０９

減 価 償 却 累 計 額 ３６６△              ４４３

船 舶 ２,５８４

減 価 償 却 累 計 額 １,３２９△           １,２５５

工 具 器 具 お よ び 備 品 １５３,３１１

減 価 償 却 累 計 額 ４５,０３７△         １０８,２７４

リ ー ス 資 産 ２５２,７８６

(2) 投 資 そ の 他 の 資 産

減 価 償 却 累 計 額 ７４,２６１△         １７８,５２５

有 形 固 定 資 産 合 計 ６,２１３,２２３

固 定 資 産 合 計 ７,４１４,９００

基 金 １,２０１,６７７

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １,２０１,６７７



２

３

イ

イ

４

イ

イ

２,７２０,０２９

(2) 未 収 金 ３３８,３００

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

流 動 資 産 合 計 ３,０５８,３２９

資 産 合 計 １０,４７３,２２９

建設改良費等の財源に充てるための ３,３２０,４１９

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

(2) 引 当 金

(1) 企 業 債

退 職 給 付 引 当 金 １３５,４６８

企 業 債

企 業 債 合 計 ３,３２０,４１９

(1) 企 業 債

引 当 金 合 計 １３５,４６８

固 定 負 債 合 計 ３,４５５,８８７

建設改良費等の財源に充てるための １７８,４５７
企 業 債

企 業 債 合 計 １７８,４５７

流 動 負 債

(3) 引 当 金

(2) 未 払 金 ６３８,３０９

(4) 預 り 金 ９５,０００

賞 与 等 引 当 金 １２,０９６

引 当 金 合 計 １２,０９６

流 動 負 債 合 計 ９２３,８６２

モーターボート競走事業



５

６

７

イ

ロ

ハ

モーターボート競走事業

収 益 化 累 計 額 ３１,１１８△         ６１,０８２

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金 ９２,２００

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 ４,０８６,４４４

繰 延 収 益 合 計 ６１,０８２

負 債 合 計 ４,４４０,８３１

建 設 改 良 積 立 金 ５５２,２５２

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 ４４３,８１９

剰 余 金

(1) 利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金 ９４９,８８３

利 益 剰 余 金 合 計 １,９４５,９５４

負 債 資 本 合 計 １０,４７３,２２９

剰 余 金 合 計 １,９４５,９５４

資 本 合 計 ６,０３２,３９８



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　15～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　10～45年

　　　　　船舶　　　　　　　　　４～５年

　　　　　工具器具および備品　　４～15年

　　(2) リース資産

　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引については、自己所有に係る固定資産の減価償却の方法と同一の会計処理によっている。

　２　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額におけるモーターボート競走事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額につ

　　　いては、各会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 101,325千円を除いて計上している。

　　(2) 賞与等引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を

　　　計上している。

　　(3) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

　　　　なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

　３　その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　(1) 消費税等の会計処理

注 記

（令 和 ２ 年 ３ 月 31 日）

モーターボート競走事業



  　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　令和元年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　なし

Ⅲ　令和元年度予定貸借対照表に関する注記

　　なし

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　　報告セグメントがモーターボート競走事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅴ　その他の注記

　１  退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、退職手当として 26,038千円を支給するため、退職給付引当金 18,334千円を取り崩す。

モーターボート競走事業



（単位  千円）

収 益 的 収 入 お よ び 支 出

令和 2 年度滋賀県琵琶湖流域下水道事業会計予算実施計画

１

４４,６９６

１０,８１３,５８０

１０

２,１００,４８８２

受 取 利 息 お よ び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

３ 長 期 前 受 金 戻 入

２

１

（収　　 　入）

１

営 業 外 収 益

款

琵琶湖流域下水道事業収益

備　　　　　　　考

２

８,５５１,６３９

２１,７２５,９００

他 会 計 補 助 金

４

８,７５８,０４７

９５,２７２

項 目

１２,９５８,７７４

４４１

予　　　　定　　　　額

そ の 他 営 業 収 益

営 業 収 益１

１１０,６９５

維 持 管 理 負 担 金

琵琶湖流域下水道事業

３ 特 別 利 益

３ 受 託 事 業 収 益

９,０７９

４ 雑 収 益

７,２８８１ 固 定 資 産 売 却 益



（単位  千円）

費

費

受 託 事 業 費

３

（支　　 　出）

２ 営 業 外 費 用

１

款 項

款 項 目

琵琶湖流域下水道事業

１ 琵琶湖流域下水道事業費用

特 別 損 失３

１

１

返 還 金

７４５,１１６

７,４７５

営 業 費 用

総 係 費

消 費 税 お よ び 地 方 消 費 税

７,４７５

８５９,８２１

１

７,１８３,１１８管渠費・ポンプ場費・処理場

４ 減 価 償 却 費

２１,５７５,９００

２０,７０８,６０４

備　　　　　　　考

２ そ の 他 特 別 利 益 １,７９１

１１４,７０５

３８３,９６２

資 産 減 耗 費

１２,３９７,７０９

備　　　　　　　考予　　　　定　　　　額

１１０,６９５２

６３３,１２０５

２

支払利息および企業債取扱諸

目 予　　　　定　　　　額



（単位  千円）

１ 資 本 的 収 入

（収　　 　入）

款 項 目 予　　　　定　　　　額

２ 出 資 金

１ 企 業 債 ３,０１３,１００

３,０１３,１００１ 企 業 債

５３２,９６６

１ 固 定 資 産 売 却 代 金

５ 固 定 資 産 売 却 代 金

資 本 的 収 入 お よ び 支 出

５,０６５,９０２１ 国 補 助 金

琵琶湖流域下水道事業

３ 補 助 金

１,６８３,８５６４ 負 担 金

１,６８３,８５６１ 建 設 負 担 金

１５,１４４

１８,２３２

１０,３２９,２００

１８,２３２

備　　　　　　　考

２ 他 会 計 補 助 金

５３２,９６６１ 県 出 資 金

５,０８１,０４６



（単位  千円）

８,７６３,０９２

目

建 設 改 良 費

（支　　 　出）

資 本 的 支 出

款

１

項

１

８４６,４４８１ 返 還 金

２ 企 業 債 償 還 金

４,１０８,１６０１ 企 業 債 償 還 金

３ 返 還 金 ８４６,４４８

４,１０８,１６０

備　　　　　　　考

１

３ ２９,７６４

８,４８４,２８９

２４９,０３９建 設 総 務 費

予　　　　定　　　　額

１３,７１７,７００

固 定 資 産 購 入 費

２

建 設 事 業 費

琵琶湖流域下水道事業



（単位  千円）
１

２

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ ２,３２４

国 補 助 金 に よ る 収 入 ４,６０５,３６５

１３,７６７一 般 会 計 か ら の 繰 入 金 に よ る 収 入

琵琶湖流域下水道事業

 

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

８５,６６６当 年 度 純 利 益

（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）

△

長 期 預 り 金 の 増 減 額 △

未 払 金 の 増 減 額

７６９,６９２

１８,９６４

未 収 金 の 増 減 額 △

減 価 償 却 費 １２,３９７,７０９

１０,８１３,５８０

支 払 利 息 お よ び 企 業 債 取 扱 諸 費

６３３,１２０

△

９,８３４

長 期 前 受 金 戻 入 額

２,２１９,８１９

７４５,１１６

７９,３６５

受 取 利 息 お よ び 配 当 金 △ １０

７,９４３

そ の 他 流 動 負 債 の 増 減 額

６,９２３,７２０

令和 2 年度滋賀県琵琶湖流域下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ２,６５０

小 計

△ ７４５,１１６

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額 １０

利 息 お よ び 企 業 債 取 扱 諸 費 の 支 払 額

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

１,４７４,７１３

引 当 金 の 増 減 額

資 産 減 耗 費

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △



３

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ５６２,０９４

資 金 期 末 残 高 ５,１１５,８９１

資 金 増 加 額 ９４,１２３

資 金 期 首 残 高 ５,０２１,７６８

４,１０８,１６０建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る

５３２,９６６

８１８,４９６

琵琶湖流域下水道事業

市 町 か ら の 建 設 負 担 金 に よ る 収 入 １,４８５,７６６

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ３,０１３,１００

一 般 会 計 か ら の 出 資 金 に よ る 収 入

△

△



人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

給 与 費 明 細 書

　　１　総　　　括

区　　　　　　　　　　　　　　分
職 員 数 給 与 費

法 定 福 利 費

 120,916  261,285  50,977

 143,496  160,564  304,060  58,386

 65

比
　
　
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 －  6,312 △ 9,439

 －  231,348  229,934

 6,312  134,057

 (2)  3,222  3,175

 (4)

△ 36,724 △ 33,454 △ 6,704 (6)

合 計
特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当 計

30

合 計 －  (4)

 312,262
 35

資 本 勘 定 支 弁 職 員 －  (3)  3,222  91,027

本
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 －  (7)

 362,446
 35

 193,210  427,828  85,380  513,208
 65

前
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 －  (3)  －

 72,294  166,543  34,403  200,946
30

合 計 －  (10)  9,534  225,084

 461,282  92,084  553,366

 157,222  33,698  190,920

△ 40,158
－

区　　分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 期 末 手 当

資 本 勘 定 支 弁 職 員 －  (1)  －  87,852  69,370

 2,924  9,321  705  10,026
－

合 計 －  9,534 △ 6,264

△ 39,648 △ 42,775 △ 7,409 △ 50,184
－

資 本 勘 定 支 弁 職 員 －

11,137 54 26,305

前 年 度 7,041 18,401 3,438 80,573 54,395 11,360

勤 勉 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当
時 間 外 勤 務
手 当

本 年 度 7,738 17,983 4,092 62,131 41,556

－ △ 1,489

琵琶湖流域下水道事業

54 27,794

手　当　の　内　訳 比　　較 697 △ 418 654 △ 18,442 △ 12,839 △ 223



千円 千円 千円

人 人 千円 千円 千円 千円 千円

　　注　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

　　　(1) 会計年度任用職員以外の職員

区　　　　　　　　　　　　　　分
職 員 数

 65

前
　
年
　
度

琵琶湖流域下水道事業

区　　分 管 理 職 手 当 退 職 手 当 児 童 手 当

前 年 度 6,950 16,768 3,160

本 年 度 6,950 14,159 1,105

本
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 －  (3) 134,057 120,000

合　　　　　計
特 別 職 一 般 職 給 料 手 当 計

500,423

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
法 定 福 利 費

比　　較 － △ 2,609 △ 2,055

33,772 196,628
30

合 計 －  (4) 225,084 191,829 416,913 83,510

254,057 49,738 303,795
 35

資 本 勘 定 支 弁 職 員 －  (1) 91,027 71,829 162,856

30

合 計 －  (4) 231,348 229,934

362,446
 35

資 本 勘 定 支 弁 職 員 －  (1) 87,852 69,370 157,222 33,698 190,920

74 5,708

損 益 勘 定 支 弁 職 員 －  (3) 143,496 160,564 304,060 58,386

△ 52,943
－

461,282 92,084 553,366
 65

 (－)

 (－)

比
　
　
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 － △ 9,439 △ 40,564

－

合 計 － △ 6,264 △ 38,105 △ 44,369 △ 8,574

△ 50,003 △ 8,648 △ 58,651
－

資 本 勘 定 支 弁 職 員 －  (－) 3,175 2,459 5,634



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 人 千円 千円 千円 千円 千円

－

－

 －
(6)

－

－

－

－

－

区　　分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当
時 間 外 勤 務
手 当

54 26,305

前 年 度 7,041 18,401 3,438 80,573 54,395 11,360 54

本 年 度 7,738 17,983 4,092 60,750 41,556 11,137

△ 1,489

区　　分 管 理 職 手 当 退 職 手 当 児 童 手 当

27,794

手　当　の　内　訳

比　　較 697 △ 418 654 △ 19,823 △ 12,839 △ 223 －

比　　較 － △ 2,609 △ 2,055

前 年 度 6,950 16,768 3,160

本 年 度 6,950 14,159 1,105

手 当 計

本
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 6,312 916 7,228

合 計

－ － －

　　注　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載したものである。

　　  　２　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

　　　(2) 会計年度任用職員

区　　　　　　　　　　　　　　分
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

法 定 福 利 費 合　　　　　計
報 酬

職 員 数

特 別 職 一 般 職

(4)
 －

(2)
 －

－

琵琶湖流域下水道事業

1,239 8,467

資 本 勘 定 支 弁 職 員 3,222 465 3,687 631 4,318

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － － － －

損 益 勘 定 支 弁 職 員 － －

9,534 1,381 10,915 1,870 12,785

合 計 － － － － － － －

前
　
年
　
度



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

千円

(6)

 －

比
　
　
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 6,312 916 7,228 1,239 8,467

琵琶湖流域下水道事業

区　　　　　　　　　　　　　　分
職 員 数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特 別 職 一 般 職 報 酬 手 当 計

資 本 勘 定 支 弁 職 員 3,222 465 3,687

－

－ (2)

 －
(4)

本 年 度 1,381

区　　分 期 末 手 当

631 4,318

合 計 9,534 1,381 10,915 1,870 12,785
 －

－

　　注　１　この表は、報酬をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて記載したものである。

　　　　２　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

比　　較 1,381

前 年 度 －

手　当　の　内　訳



千円 千円

給与改定に伴う 給与改定の状況
増減分

昇給に伴う増加
分

その他の増減分 職員数の異動状況

人 人 人

制度改正に伴う 制度改正の状況
増減分

一般会計と同じ

その他の増減分

　 改定実施時期　　 　　　　　　  　平成31年４月１日

本年度  給料月額を引上げ
　 改定実施時期　　 　　　　　　  　令和２年４月１日

 2,976

備 考

給 料 △ 6,264  3,475

前年度  給料の改定率　　　　　　　　　　　　　　　　  0.1％

　　２　給料および手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明

前 年 度 63 2 65

比　　較 △ 1 1 －

そ の 他 計

本 年 度 62 3 65

△ 12,715 職 員 構 成 の 異 動 等

△ 12,715千円
区　　分 現 に 在 職 す る 職 員

本年度  扶養手当、地域手当、住居手当
　 改定実施時期　　 　 　         　令和２年４月１日

△ 34,731

琵琶湖流域下水道事業

手 当 △ 36,724 △ 1,993

前年度  勤勉手当
　 改定実施時期　　 　 　         　令和元年12月１日



琵琶湖流域下水道事業

　　３　給料および手当の状況

　　　(1) 職員１人当たり給与 （単位　円・歳） 　　　(2) 初　任　給 （単位　円）

 403,951  191,370  191,370令和元年12月１日現在 平均給与月額 大 学 卒

行 政 職

 310,796  157,092  157,092平均給料月額 高 校 卒

一般会計の制度
区 分 行 政 職 区 分 行 政 職

平成30年12月１日現在 平均給与月額

44.4平 均 年 齢

42.6平 均 年 齢

 305,371平均給料月額

 404,372



　　　(3) 級別職員数 （単位　人・％）

行 政 職
区 分

８ 級  －  － 

職　員　数 構　成　比

６ 級  9 15.8

７ 級  3 5.3

５ 級  5 8.8

３ 級
 (3)

28.1

４ 級
 (1)

14.0

 16

 8

１ 級  8 14.0

２ 級  8 14.0

 57

８ 級  1 1.7

計
 (4)

100.0

６ 級  8 13.3

７ 級  3 5.0

５ 級  7 11.7

 9

３ 級
 (3)

23.3

４ 級
 (1)

15.0

２ 級  10 16.7

 14

計
 (4)

100.0

１ 級  8 13.3

 60

琵琶湖流域下水道事業

令

和

元

年

12

月

１

日

現

在

平

成

30

年

12

月

１

日

現

在



琵琶湖流域下水道事業

　　　 　（級別の基準となる職務）

区 分 7 級 6 級 5 級

主 事

課 長

主 査 主任技師

行 政 職
主任主事 主 事
（困 難） （高 度）

4 級 3 級 2 級 1 級

参　　事 課長補佐 主　　幹
係 長 主任主事

　　　(4) 昇　　給 （単位　人・％）

区 分 行 政 職

職 員 数 (A)  65

（困 難） （困 難） （困 難） （困 難） （高 度）
課長補佐 主 幹 係 長 主任技師 技 師

技 師

職 員 数 (A)  65

前

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  43

2 号 給  2

4 号 給

 8

8 号 給  1

比 率 (B)/(A) 70.8

本

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  46

2 号 給  7

4 号 給  30
号 給 数 別 内 訳

6 号 給

比 率 (B)/(A) 66.2

 32
号 給 数 別 内 訳

6 号 給  7

8 号 給  2



災害応急等作業手当

災害応急等作業手当

区 分 行 政 職

0.0給 料 総 額 に 対 す る 比 率

1.7支 給 対 象 職 員 の 比 率

　　　(5) 特殊勤務手当 （令和元年12月１日現在　単位　％・円）

有

前 年 度
(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

 (2.35)
 4.45

有

（単位　月）

区 分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

支　 給　 率　 計
職制上の段階、職務の

備 考
6 月 12 月

級等による加算措置

1,230支給対象職員１人当たり平均支給月額

支給額の多い手当

代表的な特殊
勤務手当の名
称

多くの職員に支給
さ れ て い る 手 当

　　　(6) 期末手当・勤勉手当

一 般 会 計 の 制 度
(1.175)
2.25

(1.175)
2.25

 (2.35)
 4.50

有

琵琶湖流域下水道事業

本 年 度
(1.175)
2.25

(1.175)
2.25

 (2.35)
 4.50



定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

（2％～45％加算）

　　注　１　「(1) 職員１人当たり給与」は、当該日に在職する職員（短時間勤務職員および休職職員等を除く｡）について算出したものである。

　　　　２　「(1) 職員１人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当および児童手当を除いて算出したものである。

　　　　３　「(3) 級別職員数」の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

　　　　４　「(4) 昇給」の昇給に係る職員数は、短時間勤務職員を除いたものである。

　　　　５　「(6) 期末手当・勤勉手当」の（　）書は、再任用職員に係る支給率である。

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　　　　じ

地 域 手 当 同　　　　　じ

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度
（ 支　給　率　等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

　　　(8) その他の手当

支　　　　給　　　　率　　　　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
（2％～45％加算）

住 居 手 当 同　　　　　じ

通 勤 手 当 同　　　　　じ

琵琶湖流域下水道事業

　　　(7) 定年退職および応募認定退職に係る退職手当 （単位　月）

区 分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度
そ の 他 の
加 算 措 置 等

備 考



（単位　千円）

琵琶湖流域下水道事業

等改築更新工事
安土ポンプ場他機械設備

130,400 32,600 65,200 32,600流 域 下 水 道 建 設 事 業 130,400 －  － 令 和 ３ 年 度

田工区人孔増設工事
湖南中部中部第一幹線須

93,200 23,300 46,600 23,300流 域 下 水 道 建 設 事 業 93,200 －  － 令 和 ３ 年 度

二条化工事
湖南中部瀬田幹線圧送管

170,000 42,500 85,000 42,500流 域 下 水 道 建 設 事 業 170,000 －  － 令 和 ３ 年 度

線管渠工事
湖南中部守山栗東雨水幹

657,200 164,300 328,600 164,300流 域 下 水 道 建 設 事 業 657,200 －  － 令 和 ３ 年 度

泥処理設備工事
湖南中部浄化センター汚 令和６年度まで

1,125,500 4,302,000 1,125,500流 域 下 水 道 建 設 事 業 6,553,000 －  － 令和２年度から 6,553,000

処理設備工事
湖南中部浄化センター水 令和４年度まで

481,000 1,904,000 481,000流 域 下 水 道 建 設 事 業 2,866,000 －  － 令和３年度から 2,866,000

金 額 企　業　債 国 補 助 金 そ　の　他

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

限 度 額

令 和 元 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

令 和 ２ 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

事                          項

期 間 金 額 期 間



  

強詳細設計業務
近江中継ポンプ場耐震補

10,000 2,500 5,000 2,500流 域 下 水 道 建 設 事 業 10,000 －  － 令 和 ３ 年 度

区管渠工事
東北部湖東幹線中里２工

8,000流 域 下 水 道 建 設 事 業 32,000 －  － 令 和 ３ 年 度 32,000 8,000 16,000

工区管渠工事
東北部愛東西幹線稲枝２

34,000 8,500 17,000 8,500流 域 下 水 道 建 設 事 業 34,000 －  － 令 和 ３ 年 度

工区管渠工事
東北部愛東東幹線鯰江１

流 域 下 水 道 建 設 事 業 94,000 －  － 令 和 ３ 年 度 94,000 23,500 47,000 23,500

西阿閉工区管渠工事
東北部木之本西幹線山本

138,000 34,500 69,000 34,500流 域 下 水 道 建 設 事 業 138,000 －  － 令 和 ３ 年 度

処理設備工事
東北部浄化センター汚泥

245,000 72,500流 域 下 水 道 建 設 事 業 390,000 －  － 令 和 ３ 年 度 390,000 72,500

理設備工事
東北部浄化センター水処 令和５年度まで

472,500 1,845,000 472,500

金 額 企　業　債 国 補 助 金 そ　の　他

流 域 下 水 道 建 設 事 業 2,790,000 －  － 令和３年度から 2,790,000

琵琶湖流域下水道事業

限 度 額

令 和 元 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

令 和 ２ 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

事                          項

期 間 金 額 期 間



琵琶湖流域下水道事業

流 域 下 水 道 建 設 事 業 792,000 －  － 令和２年度から 792,000 132,000

震補強工事
川・新保川工区水管橋耐
高島処理区高島北幹線境

7,500流 域 下 水 道 建 設 事 業 30,000 －  － 令 和 ３ 年 度 30,000 7,500 15,000

令和３年度まで

528,000

流 域 下 水 道 建 設 事 業 175,500 －

庄知内工区管渠工事
高島処理区高島北幹線中

14,000 28,000 14,000流 域 下 水 道 建 設 事 業

132,000

 － 令和２年度から 175,500

湖南中部浄化センター電 令和３年度まで

29,200 117,000

処理設備改築更新工事
令和３年度まで湖南中部浄化センター水

29,300

流 域 下 水 道 建 設 事 業 565,400 －  － 令和２年度から 565,400 96,700

湖南中部浄化センター水
処理施設等耐震補強工事

372,000 96,700

気設備改築更新工事

56,000 －  － 令 和 ３ 年 度 56,000

理施設工事
高島浄化センター汚泥処 令和４年度まで

576,000 147,500流 域 下 水 道 建 設 事 業 871,000 －  － 令和２年度から 871,000 147,500

強詳細設計業務
長浜中継ポンプ場耐震補

2,500 5,000 2,500流 域 下 水 道 建 設 事 業 10,000 －  － 令 和 ３ 年 度 10,000



 

  

令和３年度まで
工区管渠工事

22,200 44,500 22,300流 域 下 水 道 建 設 事 業 89,000 －  － 令和２年度から 89,000

東北部愛東西幹線稲枝２

令和５年度まで
業務

 －2,827,369  －

平成24年度

平成27年度 470,265

9,000,000

令和２年度 286,250

令和元年度まで 令和17年度まで

3,610,073琵琶湖流域下水道汚泥燃料化施設整備事 平成25年度から 2,317,171 令和２年度から

令和３年度まで

 －  － 3,610,073
業

306  －  － 306公 営 企 業 会 計 税 務 相 談 支 援 業 務 306 －  － 令 和 ３ 年 度

令和元年度 357,346

焼却設備改築更新工事
東北部浄化センター汚泥 令和３年度まで

197,000

国 補 助 金 そ　の　他

流 域 下 水 道 建 設 事 業 1,807,000 令 和 元 年 度 625,000 令和２年度から 1,182,000 197,000 788,000

琵琶湖流域下水道事業

限 度 額

令 和 元 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

令 和 ２ 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

事                          項

期 間 金 額 期 間

琵琶湖流域下水道汚泥焼却設備維持管理 2,827,369 －  － 令和２年度から 2,827,369

金 額

 －  － 3,850

企　業　債

3,850 －  － 令和２年度から 3,850下水処理水放流先水域環境分析調査業務



琵琶湖流域下水道事業

( 湖南中部浄化センター )
令和３年度まで

および処分業務
琵琶湖流域下水道ばいじん収集運搬業務 96,140 －  － 令和２年度から 96,140  －  － 96,140

理包括的維持管理業務

 － 3,433,299

琵琶湖流域下水道高島処理区汚水汚泥処  －  － 1,497,113

令和４年度まで

1,497,113 －  － 令和２年度から 1,497,113

令和４年度まで
処理包括的維持管理業務
琵琶湖流域下水道東北部処理区汚水汚泥 3,433,299 －  － 令和２年度から 3,433,299  －

理包括的維持管理業務
琵琶湖流域下水道湖西処理区汚水汚泥処 2,165,449 －  － 令和２年度から 2,165,449  －

令和４年度まで
業務
琵琶湖流域下水道汚水汚泥処理維持管理 7,441,109 －  － 令和２年度から 7,441,109

令和３年度まで

45,238  －  － 45,238
びリサイクル処分業務
琵琶湖流域下水道汚泥収集運搬業務およ 45,238 －  － 令和２年度から

管理業務

( 東 北 部 浄 化 セ ン タ ー )

 － 878,000

令和５年度まで

)

 － 令和２年度から 878,000  －－

湖南中部浄化センター

878,000

令和３年度まで

74,360  －  － 74,360
びリサイクル処分業務
琵琶湖流域下水道汚泥収集運搬業務およ 74,360 －  － 令和２年度から

( 東 北 部 浄 化 セ ン タ ー )

 － 7,441,109 －

 － 2,165,449

令和４年度まで

(

琵琶湖流域下水道汚泥焼却溶融設備維持



  

令和４年度まで

 －  － 856,340
線管渠維持管理業務
琵琶湖流域下水道中継ポンプ場および幹 856,340 －  － 令和２年度から 856,340

 －  － 115,050
び苗鹿公園に限る。）管理運営委託

平成28年度 285,635

令和元年度 1,370

令和元年度まで 令和３年度まで

琵琶湖流域下水道（矢橋帰帆島公園およ 平成29年度から 171,955 令和２年度から 115,050

そ　の　他期 間 金 額 期 間 金 額 企　業　債 国 補 助 金

琵琶湖流域下水道事業

限 度 額

令 和 元 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

令 和 ２ 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

事                          項



（単位  千円）
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(1) 有 形 固 定 資 産

令和 2 年度滋賀県琵琶湖流域下水道事業予定貸借対照表

（令　和　３　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

土 地 １９,４９４,４２２

建 物 ２１,７００,０７４

減 価 償 却 累 計 額 １,４０７,４７２△    ２０,２９２,６０２

構 築 物 ２０３,９３２,８８１

減 価 償 却 累 計 額 １３,９３５,８９８△  １８９,９９６,９８３

機 械 お よ び 装 置 ４７,８６５,５８１

減 価 償 却 累 計 額 １０,７４９,５２８△  ３７,１１６,０５３

車 両 お よ び 運 搬 具 １２,１２０

減 価 償 却 累 計 額 １,６１８△           １０,５０２

工 具 器 具 お よ び 備 品 １４５,５６７

減 価 償 却 累 計 額 ２４,７３２△         １２０,８３５

建 設 仮 勘 定 ７,９４５,０５０

有 形 固 定 資 産 合 計 ２７４,９７６,４４７

(2) 無 形 固 定 資 産

２７４,９９７,２７５

無 形 固 定 資 産 合 計 ２０,８２８

地 上 権 ６,９０９

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金

固 定 資 産 合 計

５,１１５,８９１

琵琶湖流域下水道事業

ソ フ ト ウ ェ ア １３,９１９
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(2) 未 収 金 １,９４６,２３９

流 動 資 産 合 計 ７,０６２,１３０

琵琶湖流域下水道事業

資 産 合 計 ２８２,０５９,４０５

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための ４５,３６７,００７

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

(3) 長 期 預 り 金 １,３９０,２６６

企 業 債

企 業 債 合 計 ４５,３６７,００７

固 定 負 債 合 計 ４６,７８３,０３３

２５,７６０

引 当 金 合 計 ２５,７６０

流 動 負 債

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための ３,９１０,３０７
企 業 債

企 業 債 合 計 ３,９１０,３０７

(4) そ の 他 流 動 負 債 ８９１,０１６

(3) 引 当 金

(2) 未 払 金 ４,４７９,５６３

賞 与 引 当 金 ３１,９６７

９,３１８,９４７

繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計

(2) 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計 ３８,０６１

法 定 福 利 費 引 当 金 ６,０９４



６
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イ

収 益 化 累 計 額 ２２,２４３,６４４△  ２０７,８９７,７７３

(1) 長 期 前 受 金 ２３０,１４１,４１７

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 １,８８４,９３９

繰 延 収 益 合 計 ２０７,８９７,７７３

負 債 合 計 ２６３,９９９,７５３

国 補 助 金 １１,２９３,９１９

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

１６,０６３,６２３

建 設 負 担 金 ３,７１３,７７９

他 会 計 補 助 金 １,０５５,９２５

資 本 合 計 １８,０５９,６５２

負 債 資 本 合 計 ２８２,０５９,４０５

利 益 剰 余 金 合 計 １１１,０９０

琵琶湖流域下水道事業

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

１６,１７４,７１３

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 １１１,０９０

(2)

資 本 剰 余 金 合 計



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産

　　　　地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　　(2) 無形固定資産

　　　　地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　２　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における琵琶湖流域下水道事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額につい

　　　ては、各会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 353,573千円を除いて計上している。

　　(2) 賞与引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(3) 法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(4) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

　　　　なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

　３　その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　(1) 消費税等の会計処理

  　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　令和２年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　なし

琵琶湖流域下水道事業

注 記

（令 和 ３ 年 ３ 月 31 日）



Ⅲ　令和２年度予定貸借対照表に関する注記

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は次のとおりである。

　　　　令和３年度以降の元金償還額 千円

　　　　令和３年度以降の一般会計の負担見込額 千円　※

　　※地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）の規定に基づき算定した見込額である。

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　　報告セグメントが琵琶湖流域下水道事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅴ　その他の注記

　１  退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、退職手当として 5,167千円を支給するため、退職給付引当金 2,589千円を取り崩す。

琵琶湖流域下水道事業

４９,２７７,３１４

２６,３６３,３６３



（単位  千円）

１

２

３

４

５ 特 別 損 失

(1) そ の 他 特 別 損 失 ３７,２１９ ３７,２１９ ３７,２１９△       

９６１,７４５ １２,８４７,７６５ 

経 常 利 益 ６２,６４３

(1) 支 払 利 息 お よ び 企 業 債 取 扱 諸 費 ８２２,６０４

(2) 雑 支 出 １３９,１４１

１３,８０９,５１０

営 業 外 費 用

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 １１,５１４,５８０

(4) 雑 収 益 ４１,４４６

(1) 受 取 利 息 お よ び 配 当 金 １０

(2) 他 会 計 補 助 金 ２,２５３,４７４

営 業 損 失 １２,７８５,１２２

営 業 外 収 益

(3) 総 係 費 ４１１,８１８

(5) 資 産 減 耗 費 １０２,６１４ ２０,７７１,７２７

(4) 減 価 償 却 費 １３,７３１,６２６

(2) 受 託 事 業 費 ９２,４４６

(2) 他 会 計 補 助 金 ９０,１２７

(3) 受 託 事 業 収 益 ９２,１５６

(4) そ の 他 営 業 収 益 ３９５ ７,９８６,６０５

営 業 費 用

(1) 管 渠 費 ・ ポ ン プ 場 費 ・ 処 理 場 費

琵琶湖流域下水道事業

令和元年度滋賀県琵琶湖流域下水道事業予定損益計算書

６,４３３,２２３

（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）

営 業 収 益

(1) 維 持 管 理 負 担 金 ７,８０３,９２７



琵琶湖流域下水道事業

当 年 度 純 利 益 ２５,４２４

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 ２５,４２４



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

へ

ト

イ

ロ

２

無 形 固 定 資 産 合 計 ２３,７３４

２８０,０６１,７７６

(2) 無 形 固 定 資 産

地 上 権 ５,１８５

流 動 資 産

固 定 資 産 合 計

(1) 現 金 預 金 ５,０２１,７６８

有 形 固 定 資 産 合 計 ２８０,０３８,０４２

減 価 償 却 累 計 額 １４,００１△         １０９,３４９

建 設 仮 勘 定 ７,１２８,９９１

ソ フ ト ウ ェ ア １８,５４９

減 価 償 却 累 計 額 ６６２△              ９,４３６

工 具 器 具 お よ び 備 品 １２３,３５０

減 価 償 却 累 計 額 ７,０５５,９０７△    

車 両 お よ び 運 搬 具 １０,０９８

機 械 お よ び 装 置 ４５,３８４,６４８

減 価 償 却 累 計 額 ６,０８２,８７２△    ３９,３０１,７７６

１９３,４３３,２６７

(1) 有 形 固 定 資 産

琵琶湖流域下水道事業

令和元年度滋賀県琵琶湖流域下水道事業予定貸借対照表

（令　和　２　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

建 物 ２１,１１５,８９６

土 地 １９,５１２,６５４

減 価 償 却 累 計 額 ５７３,３２７△       ２０,５４２,５６９

構 築 物 ２００,４８９,１７４



３

イ

イ

４

イ

イ

ロ

５

(2)

流 動 資 産 合 計 ６,９１５,０５４

未 収 金 １,８９３,２８６

２８６,９７６,８３０

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

(1) 企 業 債

資 産 合 計

引 当 金 合 計 １６,７６８

建設改良費等の財源に充てるための ４,１０８,１６０

４８,４４０,９４０

退 職 給 付 引 当 金 １６,７６８

建設改良費等の財源に充てるための ４６,２６４,２１４
企 業 債

企 業 債 合 計 ４６,２６４,２１４

流 動 負 債

(3) 長 期 預 り 金 ２,１５９,９５８

固 定 負 債 合 計

(2) 引 当 金

３,４０２,０８３

(3) 引 当 金

企 業 債

企 業 債 合 計 ４,１０８,１６０

(2) 未 払 金

賞 与 引 当 金 ３１,２９６

(4) そ の 他 流 動 負 債

琵琶湖流域下水道事業

繰 延 収 益

９７０,３８１

(1) 企 業 債

法 定 福 利 費 引 当 金 ５,９２３

流 動 負 債 合 計 ８,５１７,８４３

引 当 金 合 計 ３７,２１９



６

７

イ

ロ

ハ

イ

利 益 剰 余 金 合 計 ２５,４２４

剰 余 金 合 計 １６,１０４,６２９

資 本 合 計 １７,４５６,６０２

負 債 資 本 合 計 ２８６,９７６,８３０

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 ２５,４２４

(2) 利 益 剰 余 金

１,０５７,７１６

資 本 剰 余 金 合 計 １６,０７９,２０５

国 補 助 金

建 設 負 担 金

１１,３０４,２５０

３,７１７,２３９

他 会 計 補 助 金

２６９,５２０,２２８

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計 ２１２,５６１,４４５

負 債 合 計

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 １,３５１,９７３

収 益 化 累 計 額

琵琶湖流域下水道事業

２１２,５６１,４４５

(1)

１１,４３０,０６４△    

長 期 前 受 金 ２２３,９９１,５０９



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　当事業年度より地方公営企業法（昭和27年法律第292号）の一部適用により、地方公営企業会計基準を適用して、予算を編成し、財務諸表等を作成している。

　１　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産

　　　　地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　　(2) 無形固定資産

　　　　地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　２　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における琵琶湖流域下水道事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額につい

　　　ては、各会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 469,252千円を除いて計上している。

　　(2) 賞与引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(3) 法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(4) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

　　　　なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

　３　その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　(1) 消費税等の会計処理

  　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　令和元年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

注 記

（令　和　２　年　３　月　31　日）

琵琶湖流域下水道事業



　　なし

Ⅲ　令和元年度予定貸借対照表に関する注記

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は次のとおりである。

　　　　令和２年度以降の元金償還額 千円

　　　　令和２年度以降の一般会計の負担見込額 千円　※

　　※地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）の規定に基づき算定した見込額である。

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　　報告セグメントが琵琶湖流域下水道事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅴ　その他の注記

　　なし

琵琶湖流域下水道事業

５０,３７２,３７４

２６,９４９,２２０



（単位  千円）

病院事業

補 助 金

病 院 事 業 収 益

医 業 収 益１

３

６

負 担 金 交 付 金

そ の 他 医 業 外 収 益

４ 長 期 前 受 金 戻 入

２

１ 入 院 収 益

１７３,５７４

２,２９１,１９６

備　　　　　　　考

２

１４,７９８,８９９

２５,６３５,２００

外 来 収 益

３

２１,９６８,３３２

５,９５７,７９８

項 目

３,４５６,５６８

１,２１１,６３５

予　　　　定　　　　額

３,０８９

５５,６１８

そ の 他 医 業 収 益

２

受 取 利 息 配 当 金

収 益 的 収 入 お よ び 支 出

令 和 2 年 度 滋 賀 県 病 院 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

（収　　 　入）

１

医 業 外 収 益

款

１

７８０,６４７５ 資 本 費 繰 入 収 益

１５２,４４４

２１０,３００３ 附 帯 事 業 収 益



備　　　　　　　考

２７,２９４１ 外 来 収 益

６４８２ 長 期 前 受 金 戻 入

１８２,３５８３ そ の 他 附 帯 事 業 収 益

予　　　　定　　　　額

病院事業

款 項 目



（単位  千円）

費

６ 研 究 研 修 費 １４８,４５６

附 帯 事 業 費 用３

１

款 項 目

１ 病 院 事 業 費 用

（支　　 　出）

給 与 費

１２,１８５,７０９１ 給 与 費

１８８,２４８

消 費 税 お よ び 地 方 消 費 税

雑 損 失

６,３１６,５５８２

長 期 前 払 消 費 税 償 却

６５,５４７５

８２０,１１７

１６２,３１９

３

３８０,１１８４

経 費

３３,４９９

支払利息および企業債取扱諸

１,７９６,５９２４

２１０,３００

４,０１７,１２１

資 産 減 耗 費

減 価 償 却 費

備　　　　　　　考予　　　　定　　　　額

医 業 費 用

病院事業

１

２

２ 医 業 外 費 用

１

２４４,１８１

２５,５６０,４００

２４,５２９,９８３

材 料 費

３



１,５９６

５

２

４ 減 価 償 却 費

３ １８,８７５

９８３

材 料 費

経 費

研 究 研 修 費

５９８

款 項 目 予　　　　定　　　　額

病院事業

備　　　　　　　考



（単位  千円）

備　　　　　　　考

１ １,９４８,９００

３０,５００負 担 金

１

資 本 的 収 入 お よ び 支 出

企 業 債

項

２ 負 担 金

企 業 債

３０,５００

予　　　　定　　　　額

１,９７９,４００

目

１,９４８,９００

（収　　 　入）

資 本 的 収 入

款

１

病院事業

１



（単位  千円）

備　　　　　　　考

３,９４０,０００

１,８４７,２３０１ 企 業 債 償 還 金

１,８４７,２３０

１ 資 本 的 支 出

２

２ 企 業 債 償 還 金

１ 建 設 改 良 費

８１１,１６７４

（支　　 　出）

１ 建 物 費

款 項 予　　　　定　　　　額

２,０９２,７７０

１,２２０,２２５

有 形 固 定 資 産 購 入 費

３ 建 設 利 息 １５,２１０

病院事業

目

総 係 費 ４６,１６８



（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）
（単位  千円）

１

２

資 産 減 耗 費 ６５,５４７

当 年 度 純 利 益

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額 ３,０８９

３０,５００

資 本 費 繰 入 収 益

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

１,５１４,４２０

小 計 １,７５５,５１２

△ ２４４,１８１利 息 の 支 払 額

△ １７４,２２２

２４,５９６

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金 △ ３,０８９

３０６,３８８

未 払 金 の 増 減 額 ２５８,８８９

消 費 税 等 資 本 的 収 支 調 整 額

令和 2 年度滋賀県病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

７５,１０４

減 価 償 却 費 １,７９７,１９０

△ ７８０,６４７

２４４,１８１

未 収 金 の 増 減 額 △

支 払 利 息

１６２,３１９

引 当 金 の 増 減 額 ３９２,０３２

長 期 前 受 金 戻 入 額

長 期 前 払 消 費 税 償 却

病院事業

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ ２,０４１,３０３

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ２,０１０,８０３

一 般 会 計 か ら の 繰 入 金 に よ る 収 入



３

８３０,８５０

△

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

７８０,６４７

リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出 △ ５１,４６７

病院事業

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

一 般 会 計 か ら の 繰 入 金 に よ る 収 入

資 金 期 末 残 高 ５,１５２,３６８

資 金 増 加 額 ３３４,４６７

資 金 期 首 残 高 ４,８１７,９０１

１,８４７,２３０

１,９４８,９００建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特 別 職 一 般 職 給 料 手 当 計

給 与 費 明 細 書

　　１　総　　　括

区　　　　　　　　　　　　　　分
職 員 数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

8,531 45,210

合 計 1 (400) 5,276,463 5,167,808 10,444,271 1,970,174

10,407,592 1,961,643 12,369,235

24,325 5,335 29,660

12,414,445
1,203

損 益 勘 定 支 弁 職 員 1 (5) 4,199,984 4,654,862 8,854,846 1,701,963

本
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 1 (400) 5,254,157 5,153,435

8,879,171 1,707,298 10,586,469
1,134

比
　
　
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 －  (395) 1,054,173 498,573

前
　
年
　
度

1,827,976

1,198

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － 5 22,306 14,373 36,679

合 計 1 (5) 4,212,933 4,666,238

10,556,809
1,131

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － 3 12,949 11,376

3,196 15,550

合 計 －  (395) 1,063,530 501,570 1,565,100 262,876

1,552,746 259,680 1,812,426
67

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － 2 9,357 2,997 12,354

単身赴任手当

本 年 度 98,581 429,335 86,952 1,306,037 819,680 476,220 143,401 －

69

区　　分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当
初 任 給 調 整
手 当

通 勤 手 当

△ 20,425 42,641 △ 368

病院事業

496,645 100,760 368

手　当　の　内　訳 比　　較 1,502 36,644 1,832 217,920 48,809

前 年 度 97,079 392,691 85,120 1,088,117 770,871



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円

　　注　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

人 人 千円 千円 千円 千円 千円

病院事業

区　　分 特殊勤務手当
時 間 外 勤 務
手 当

宿 日 直 手 当 夜間勤務手当

100 16,927 496,237

前 年 度 214,743 714,180 81,354 75,635 26,327 100

休日勤務手当
管 理 職 員
特別勤務手当

管 理 職 手 当 退 職 手 当

本 年 度 219,376 782,195 129,867 75,648 26,327

比　　較 △ 475

　　　(1) 会計年度任用職員以外の職員

区　　　　　　　　　　　　　　分
職 員 数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

52,709

区　　分 児 童 手 当

本 年 度 60,925

前 年 度 61,400

17,320 443,528

比　　較 4,633 68,015 48,513 13 － － △ 393

1,768,970 10,932,470
1,158

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － 5 22,306 14,373 36,679

損 益 勘 定 支 弁 職 員 1 (5) 4,422,460 4,741,040

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特 別 職 一 般 職 給 料 手 当 計

10,556,809
1,131

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － 3 12,949 11,376 24,325 5,335 29,660

10,977,680
1,163

前
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 1 (5) 4,199,984 4,654,862 8,854,846 1,701,963

本
　
年
　
度

8,531 45,210

合 計 1 (5) 4,444,766 4,755,413 9,200,179 1,777,501

9,163,500

8,879,171 1,707,298 10,586,469
1,134

合 計 1 (5) 4,212,933 4,666,238



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円

　　  　２　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

比
　
　
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 －  (－) 222,476 86,178

3,196 15,550

合 計 －  (－) 231,833 89,175 321,008 70,203

308,654 67,007 375,661
27

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － 2 9,357 2,997 12,354

単身赴任手当

本 年 度 98,581 357,817 86,952 1,128,789 819,680 454,512 110,596 －

391,211
29

区　　分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当
初 任 給 調 整
手 当

通 勤 手 当

△ 42,133 9,836 △ 368

特殊勤務手当
時 間 外 勤 務
手 当

宿 日 直 手 当 夜間勤務手当 休日勤務手当
管 理 職 員
特別勤務手当

496,645 100,760 368

比　　較 1,502 △ 34,874 1,832 40,672 48,809

前 年 度 97,079 392,691 85,120 1,088,117 770,871

492,072

前 年 度 214,743 714,180 81,354 75,635 26,327 100 17,320 443,528

管 理 職 手 当 退 職 手 当

本 年 度 219,261 713,704 93,522 75,648 26,327 100 16,927

区　　分

前 年 度 61,400

比　　較 △ 475

病院事業

－ △ 393 48,544

区　　分 児 童 手 当

本 年 度 60,925

比　　較 4,518 △ 476 12,168 13 －

　　注　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載したものである。

手　当　の　内　訳



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

　　　　２　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

　　　(2) 会計年度任用職員

区　　　　　　　　　　　　　　分
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

法 定 福 利 費 合　　　　　計
給 料 手 当 計

病院事業

職 員 数

特 別 職 一 般 職

192,673 1,436,765

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － － － － －

本
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 831,697 412,395 1,244,092

合 計 831,697

 －

 －

 (395)
 40

 －

－ － －

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － － － －

412,395 1,244,092 192,673 1,436,765

前
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 － －

 －

 －

 (395)
 40

 －

 －

1,244,092 192,673 1,436,765

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － － － －

比
　
　
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 831,697 412,395

－

合 計 － － － － － －

 －

 －

 －

 (395)
 40

特殊勤務手当
時 間 外 勤 務
手 当

宿 日 直 手 当 退 職 手 当

本 年 度 71,518 177,248 21,708 32,805 115

区　　分 地 域 手 当 期 末 手 当
初 任 給 調 整
手 当

通 勤 手 当

－

合 計 831,697 412,395 1,244,092 192,673 1,436,765

 －

 －

 －

 (395)
 40

－ －

比　　較 71,518 177,248 21,708 32,805 115 68,491

68,491 36,345 4,165

前 年 度 － － － － － －

36,345 4,165

　　注　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて記載したものである。

手　当　の　内　訳



千円 千円

給与改定に伴う 給与改定の状況
増減分

昇給に伴う増加
分

その他の増減分 職員数の異動状況

人 人 人

制度改正に伴う 制度改正の状況
増減分

その他の増減分

66,491

927,663 職 員 構 成 の 異 動 等

給 料 1,063,530 69,376

前年度  給料の改定率　　　　　　　　　　　　　　　　 0.1％
　 改定実施時期　　 　　　　　　 　平成31年４月１日

　　２　給料および手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

本 年 度 1,081 122 1,203

前 年 度 1,049 85 1,134

 927,663千円 区　　分 現 に 在 職 す る 職 員 そ の 他 計

本年度  医療職給料表（１）を除き、給料月額を引上げ
　 改定実施時期　　 　　　　　　 　令和２年４月１日

541,019

病院事業

前年度  勤勉手当
　 改定実施時期　　 　 　        　令和元年12月１日

本年度  扶養手当、地域手当、住居手当
　 改定実施時期　　 　 　        　令和２年４月１日

比　　較 32 37 69

手 当 501,570 △ 39,449



病院事業

　　３　給料および手当の状況

　　　(1) 職員１人当たり給与 （単位　円・歳）

平均給料月額

437,143 589,245 1,203,921 431,329 407,829

福 祉 職

320,016 408,480 486,519 321,473 295,899 321,108

区 分 行 政 職 研 究 職 医 療 職 (1) 医 療 職 (2) 医 療 職 (3)

平均給料月額

442,475 565,000 1,187,673 419,640 406,958

322,254 405,440 482,899 317,547 294,987 321,050

412,293令和元年12月１日現在 平均給与月額

42.5 50.5 47.6 42.9 38.1 41.4平 均 年 齢

行 政 職 研 究 職 医療職(1) 医療職(2) 医療職(3) 福 祉 職

　　　(2) 初　任　給 （単位　円）

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度
区　　　分 行 政 職 研 究 職 医療職(1) 医療職(2) 医療職(3) 福 祉 職

407,486平成30年12月１日現在 平均給与月額

42.5 49.5 47.1 42.2 38.0 42.0平 均 年 齢

高　校　卒

 191,370  208,408  259,500  197,455  218,245

 157,092  157,903  158,613  179,200  166,625 157,092  157,903  158,613  179,200  166,625

 197,252大　学　卒  197,252  191,370  208,408  259,500  197,455  218,245



行 政 職 研 究 職 医 療 職 (1) 医 療 職 (2) 医 療 職 (3) 福 祉 職

　　　(3) 級別職員数 （単位　人・％）

９ 級  1 0.9

職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比
区 分

職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比

令

和

元

年

12

月

１

日

現

在

８ 級  2 1.8

７ 級  4 3.7

６ 級  6 5.5

 1 0.6

9.3  － －

 －  － 14 8.6  17 2.6

４ 級  23 21.3  2 40.0  46 36.2
 (3)

11.7

 55 34.0  69 10.4  －  －５ 級  10

 19  189
 (1)

28.5  2 16.7

 42

２ 級 10 9.3  － －  26 20.5

41.736.2  58 35.8  207 31.3  5３ 級
 (1)

38.9  3 60.0  46

１ 級  10 9.3  － －  9 7.1  － －

 15 9.3  180 27.2  4 33.3

計
 (1)

100.0  5 100.0

 － －  1 8.3

 108  162  662
 12 100.0 127 100.0

 (3)
100.0

 (1)
100.0

平

成

30

年

12

月

１

日

現

在

８ 級  2 2.0

９ 級  1 1.0

５ 級  8

７ 級  4 3.9  － －

６ 級  5 4.9

－

 －  － 12 7.3  13 2.0

４ 級  25 24.5  2 40.0  46 37.1
 (2)

12.8

 56 34.2  70 11.0  －  －7.9  －

 21  185
 (1)

29.1  3 25.0

 39

２ 級 9 8.8  － －  29 23.4

25.032.2  58 35.4  204 32.0  3３ 級
 (2)

38.2  3 60.0  40

１ 級  9 8.8  － －  9 7.3  2 1.2

 15 9.1  165 25.9  5 41.7

計
 (2)

100.0  5 100.0

 － －  1 8.3

病院事業

 102  164  637
 12 100.0 124 100.0

 (2)
100.0

 (1)
100.0



病院事業

　　　 　（級別の基準となる職務）

区 分 4 級 3 級

部 長（困難） 副医長（困難） 医 員（困難）

　　　(4) 昇　　給 （単位　人・％）

医 療 職 (1) 病 院 長 部 長 医 員
副院長（困難） 医 長

2 級 1 級

総 長 副 院 長 副 医 長

 12

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  933  93  3  104  122  600  11

医 療 職 (3) 福 祉 職

職 員 数 (A)  1,089  107  5  138  168  659

区 分 合 計 行 政 職 研 究 職 医 療 職 (1) 医 療 職 (2)

 3  24  －

4 号 給  699  70  3  89  91  438

本

年

度

2 号 給  34  3  －  4

8 号 給  31  3  －  －  7  21  －

72.6 91.0 91.7

職 員 数 (A)  1,060  104  5  134  164

比 率 (B)/(A) 85.7 86.9 60.0 75.4

 8
号 給 数 別 内 訳

6 号 給  169  17  －  11  21  117  3

 641  12

 102

4 号 給  684  68  2  89  96

 9

2 号 給  34  4  －  6  9  15 －

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  907  90  3  104  130  571

79.3 89.1 75.0比 率 (B)/(A) 85.6 86.5 60.0 77.6

 2

8 号 給  40  1  1  1  5  31  1

前

年

度

 423  6
号 給 数 別 内 訳

6 号 給  149  17 －  8  20



　　　(5) 特殊勤務手当 （令和元年12月１日現在　単位　％・円）

82.4 50.0支 給 対 象 職 員 の 比 率

支給対象職員１人当たり平均支給月額 26,338 30,840 6,155 38,193 6,432 27,680

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

64.7 10.5 80.0 47.2 43.6

医 療 職 (3) 福 祉 職

3.4 0.7 0.8 1.5 0.7 5.6 4.1

区 分 全 職 種 行 政 職 研 究 職 医 療 職 (1) 医 療 職 (2)

　　　(6) 期末手当・勤勉手当 （単位　月）

区 分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

支　 給　 率　 計 職制上の段階、職務の 備 考
6 月 12 月 級等による加算措置

33,933

支 給 額 の 多 い 手 当 夜間看護等手当、業務管理手当、放射線取扱手当

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

多くの職員に支給されている手当 夜間看護等手当、放射線取扱手当、業務管理手当

一 般 会 計 の 制 度
(1.175)
2.25

(1.175)
2.25

(2.35)
4.50

有

病院事業

本 年 度
(1.175)
2.25

(1.175)
2.25

(2.35)
4.50

有

前 年 度
(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

(2.35)
4.45

有



定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

　　注　１　「(1) 職員１人当たり給与」は、当該日に在職する職員（短時間勤務職員および休職職員等を除く。）について算出したものである。

　　　　２　「(1) 職員１人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当および児童手当を除いて算出したものである。

　　　　３　「(3) 級別職員数」の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

　　　　４　「(4) 昇給」の昇給に係る職員数は、短時間勤務職員を除いたものである。

　　　　５　「(6) 期末手当・勤勉手当」の（　）書は、再任用職員に係る支給率である。

25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度
そ の 他 の
加 算 措 置 等

備 考

支　　　　給　　　　率　　　　等 24.586875 33.27075 47.709

地 域 手 当 同　　　　　じ

住 居 手 当 同　　　　　じ

通 勤 手 当 同　　　　　じ

　　　(8) その他の手当

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　　　　じ

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度
（ 支　給　率　等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
（2％～45％加算）

47.709
（2％～45％加算）

病院事業

　　　(7) 定年退職および応募認定退職に係る退職手当 （単位　月）

区 分 20年勤続の者



（単位  千円）

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

病院事業

2,982令和元年度

平成30年度 241,446

物 品 管 理 業 務

－ － 163,946

手術室・中央滅菌室消毒滅菌業務 令和３年度まで

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 令 和 元 年 度 77,146 令和２年度から 163,946

－ － 158,022

令和４年度まで

158,022 　　　　　　－ － 令和２年度から 158,022

－ － 588,150

医 事 業 務 令和４年度まで

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 588,150 　　　　　　－ － 令和３年度から 588,150

－ － 102,862

臨 床 検 査 業 務

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 102,862 　　　　　　－ － 令 和 ３ 年 度 102,862

－ － 974,184

施 設 総 合 管 理 業 務 令和４年度まで

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 974,184 　　　　　　－ － 令和２年度から 974,184

検 体 検 査 機 器 設 置 令和６年度まで

総 合 病 院 東 館 解 体 そ の 他 工 事 令和３年度まで

総 合 病 院 病 院 整 備 事 業 273,149 　　　　　　－ － 令和２年度から

金　　額 期　　　　間 金　　額 企　業　債 国 補 助 金

250,805 － － 250,805

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

令 和 元 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

令 和 ２ 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業

そ　の　他

総 合 病 院 病 院 整 備 事 業 1,057,052 　　　　　　－ － 令和２年度から 1,056,953 1,056,900 － 53

期　　　　間



( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

－ － 46,632

病 棟 寝 具 ・ 被 服 賃 借 令和６年度まで

精 神 医 療 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 46,632 　　　　　　－ － 令和３年度から 46,632

－ － 241,683

患 者 給 食 業 務 令和４年度まで

精 神 医 療 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 241,683 　　　　　　－ － 令和２年度から 241,683

－ － 45,801

清 掃 業 務 令和５年度まで

精 神 医 療 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 45,801 　　　　　　－ － 令和３年度から 45,801

－ － 92,082

医 事 業 務 令和４年度まで

精 神 医 療 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 92,082 　　　　　　－ － 令和３年度から 92,082

－ － 227,914

医 事 業 務 令和４年度まで

小児保健医療センター運営管理事業 227,914 　　　　　　－ － 令和３年度から 227,914

14,400 － － 14,40014,400 　　　　　　－ － 令 和 ３ 年 度

－ － 48,702

病 棟 寝 具 賃 借 令和４年度まで

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 48,702 　　　　　　－ － 令和２年度から 48,702

788,091 － － 788,091

令和４年度まで

清 掃 業 務 令和５年度まで

788,091 　　　　　　－ － 令和２年度から総 合 病 院 運 営 管 理 事 業

患 者 給 食 業 務

そ　の　他

総 合 病 院 運 営 管 理 事 業 440,403 　　　　　　－ － 令和３年度から 440,403 － － 440,403

期　　　　間 金　　額 期　　　　間 金　　額 企　業　債 国 補 助 金

病院事業

令 和 元 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

令 和 ２ 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

小児保健医療センター運営管理事業

臨 床 検 査 業 務



務

病院事業

－ － 183,399

令和５年度まで

院 内 保 育 所 運 営 業 務 183,399 　　　　　　－ － 令和３年度から 183,399

1,764 － － 1,764

令和４年度まで

令和６年度まで

未 収 金 回 収 業 務 1,764 　　　　　　－ － 令和３年度から

1,705 　　　　　　－ － 令和３年度から 1,705 － － 1,705精 神 医 療 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業

診断書等作成支援システム再構築業



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

ロ

ハ

イ 出 資 金 ５,７００

無 形 固 定 資 産 合 計 ５,７９３

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

電 話 加 入 権 ２,８７７

そ の 他 無 形 固 定 資 産 ２,６０４

施 設 利 用 権 ３１２

有 形 固 定 資 産 合 計 ３１,２４９,７３０

(2) 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 ３５,３１９△         ４４３,１０９

建 設 仮 勘 定 １,９２９,４４９

減 価 償 却 累 計 額 ６,５３０,８３６△    ３,３５４,０７９

リ ー ス 資 産 ４７８,４２８

減 価 償 却 累 計 額 １２,５５７△         ６６０

工 具 器 具 お よ び 備 品 ９,８８４,９１５

減 価 償 却 累 計 額 ９１０,１５１△       ４１７,４６３

車 両 お よ び 運 搬 具 １３,２１７

減 価 償 却 累 計 額 ２４,１７３,６３４△  １８,９２３,５７２

構 築 物 １,３２７,６１４

病院事業

令 和 2 年 度 滋 賀 県 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（令　和　３　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

土 地 ６,１８１,３９８

建 物 ４３,０９７,２０６

(1) 有 形 固 定 資 産



ロ

２

３

イ

イ

４

イ

病院事業

(3) 未 払 金 ２,０１７,４２８

企 業 債

企 業 債 合 計 １,９９５,９８６

(2) リ ー ス 債 務 ２５８,９９２

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための １,９９５,９８６

固 定 負 債 合 計 ２７,４９４,９７１

流 動 負 債

退 職 給 付 引 当 金 ４,４９８,６８１

引 当 金 合 計 ４,４９８,６８１

(3) 引 当 金

建設改良費等の財源に充てるための ２２,７９２,８４４
企 業 債

企 業 債 合 計 ２２,７９２,８４４

(2) リ ー ス 債 務 ２０３,４４６

固 定 負 債

(1) 企 業 債

資 産 合 計 ４０,８４９,４０２

負　　　　債　　　　の　　　　部

流 動 資 産 合 計 ８,５００,８３３

貸 倒 引 当 金 ２７,８６３△         ３,２６２,８１８

(3) 貯 蔵 品 ８５,６４７

(2) 未 収 金 ３,２９０,６８１

(1) 現 金 預 金 ５,１５２,３６８

固 定 資 産 合 計 ３２,３４８,５６９

流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １,０９３,０４６

長 期 前 払 消 費 税 １,０８７,３４６



イ

ロ

５

６

７

イ

ロ

イ

資 本 合 計 ５,９４４,５７３

負 債 資 本 合 計 ４０,８４９,４０２

欠 損 金 合 計 １６,６２８,１４６

剰 余 金 合 計 １０,４７０,５１８△  

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 １６,６２８,１４６

資 本 剰 余 金 合 計 ６,１５７,６２８

(2) 欠 損 金

寄 附 金 ４３,４５０

受 贈 財 産 評 価 額 ６,１１４,１７８

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 １６,４１５,０９１

繰 延 収 益 合 計 ２,２３３,０３８

負 債 合 計 ３４,９０４,８２９

(2) 建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金 ９,３９８

収 益 化 累 計 額 ２,３４８,７８６△    ２,２２３,６４０

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金 ４,５７２,４２６

流 動 負 債 合 計 ５,１７６,８２０

引 当 金 合 計 ７７３,５８３

(6) 預 り 金 ９０,６５２

賞 与 引 当 金 ６５４,３７８

法 定 福 利 費 引 当 金 １１９,２０５

４０,１７９

(5) 引 当 金

病院事業

(4) 前 受 金



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　たな卸資産の評価基準および評価方法

　　　貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　３～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　３～50年

　　　　　車両および運搬具　　　４～５年

　　　　　工具器具および備品　　２～20年

　　(2) リース資産

　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引については、自己所有に係る固定資産の減価償却の方法と同一の会計処理によっている。

　　(3) 無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　３　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における病院事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、各会計

　　　における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 845,250千円を除いて計上している。

　　(2) 賞与引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(3) 法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

注 記

（令 和 ３ 年 ３ 月 31 日）

病院事業



　　(4) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

　　　計上している。

　４　その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　(1) 消費税等の会計処理

  　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　令和２年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　なし

Ⅲ　令和２年度予定貸借対照表に関する注記

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は次のとおりである。

　　　　令和３年度以降の元金償還額　　　　　　　２４，７８８，８３０千円

　　　　令和３年度以降の一般会計の負担見込額　　１３，９０９，６６０千円　※

　　※地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）の規定に基づき算定した見込額である。

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　１　報告セグメントの概要

　　　病院事業会計では、滋賀県立総合病院、滋賀県立小児保健医療センター、滋賀県立精神医療センターおよび経営管理課により病院事業を運営しており、各病院等で運営方

　　針等を決定していることから、県立３病院および経営管理課の４つを報告セグメントとしている。

　　　なお、各報告セグメントに属する病院等の内容は以下のとおりである。

病院事業



滋賀県立総合病院 (1) 疾病の予防に関すること。

(2) 疾病の専門的医療に関すること。

(3) 疾病の専門的健康相談および保健指導に関すること。

(4) 疾病の調査研究に関すること。

(5) 疾病の教育研修に関すること。

(6) 専門的リハビリテーション医療に関すること。

滋賀県立小児保健医療センター (1) 小児の保健に関すること。

(2) 専門的な療育相談、発達相談および小児の保健指導に関すること。

(3) 小児の専門的医療および機能訓練に関すること。

(4) 小児保健医療の調査研究に関すること。

(5) 小児保健医療の教育研修に関すること。

滋賀県立精神医療センター (1) 精神的健康の保持および増進に関すること。

(2) 精神障害者等の専門的な医療に関すること。

(3) 精神障害者等の社会復帰を促進するための生活の訓練および指導に関すること。

(4) 精神障害者等の医療の調査研究に関すること。

経営管理課 病院事業庁全般に関する事項の総合調整に関すること。等

　２　報告セグメントごとの予定貸借対照表

（令和３年３月31日） （単位：千円）

合　　　計

固 定 資 産 ２５,２６７,９９２ ２,２３７,１８６

セ グ メ ン ト 区 分 業　　　務　　　の　　　内　　　容　　

総合病院 小児保健医療センター 精神医療センター 経営管理課

３,２９２,６５６ １,５５０,７３５ ３２,３４８,５６９

病院事業



Ⅴ　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　１　リース取引の処理方法

　　　リース料総額が 300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

Ⅵ　その他の注記

　１  退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、退職手当として 330,328千円を支給するため、退職給付引当金 201,012千円を取り崩す。

総合病院 小児保健医療センター 精神医療センター 経営管理課

病院事業

４０,８４９,４０２

流 動 資 産 ３,１１９,１５６ ３,２２６,６９５ ２,０８１,４８１ ７３,５０１ ８,５００,８３３

資 産 合 計 ２８,３８７,１４８ ５,４６３,８８１ ５,３７４,１３７ １,６２４,２３６

合　　　計

５,１７６,８２０

固 定 負 債 ２５,３４４,４９６ １,３４７,７３４ ７５３,６７６ ４９,０６５ ２７,４９４,９７１

流 動 負 債 ４,３５０,５４７ ４８７,６３５ ３１４,２０２ ２４,４３６

３４,９０４,８２９

繰 延 収 益 １,１４０,４１４ ４０,６０３ １,０５２,０２１  － ２,２３３,０３８

負 債 合 計 ３０,８３５,４５７ １,８７５,９７２ ２,１１９,８９９ ７３,５０１

資 本 合 計 ２,４４８,３０９△    ３,５８７,９０９ ３,２５４,２３８ １,５５０,７３５ ５,９４４,５７３

１０,４７０,５１８△  

資 本 金 １１,４１５,５２９ ２,５０９,９１７ ２,４８９,６４５  － １６,４１５,０９１

剰 余 金 １３,８６３,８３８△  １,０７７,９９２ ７６４,５９３ １,５５０,７３５

負 債 資 本 合 計 ２８,３８７,１４８ ５,４６３,８８１ ５,３７４,１３７ １,６２４,２３６ ４０,８４９,４０２



（単位  千円）

１

２

３

４

病院事業

(3) 雑 損 失 ８１０,５０４ １,２２８,６４４

(2) 長 期 前 払 消 費 税 償 却 １５５,５９１

医 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 お よ び 企 業 債 取 扱 諸 費 ２６２,５４９

(6) そ の 他 医 業 外 収 益 １２６,５５２ ３,１９１,３０８

(5) 資 本 費 繰 入 収 益 ７４５,１３４

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 １８０,８２３

(3) 負 担 金 交 付 金 ２,０８２,６７４

(2) 補 助 金 ５２,６７０

医 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息 配 当 金 ３,４５５

２２,１０８,１５６

医 業 損 失 ２,０１６,２３３

(5) 資 産 減 耗 費 ５５,３６４

(6) 研 究 研 修 費 １４０,４７８

(4) 減 価 償 却 費 １,７１６,１９３

(3) 経 費 ３,５４３,０２１

(2) 材 料 費 ５,１７３,８７７

医 業 費 用

(1) 給 与 費 １１,４７９,２２３

(3) そ の 他 医 業 収 益 １,２７４,７４３ ２０,０９１,９２３

(2) 外 来 収 益 ５,２３３,７１４

(1) 入 院 収 益 １３,５８３,４６６

令 和 元 年 度 滋 賀 県 病 院 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）

医 業 収 益



５

６

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 １６,７０３,２５０

前 年 度 繰 越 欠 損 金 １６,６５１,３７２

当 年 度 純 損 失 ５１,８７８

経 常 損 失 ５１,８７８

(5) 研 究 研 修 費 １,０３２ ２１０,３３９ １,９６４,３５５

(4) 減 価 償 却 費 ５３８

(3) 経 費 １７,６９３

(2) 材 料 費 １,９９３

附 帯 事 業 費 用

(1) 給 与 費 １８９,０８３

３２,９１１

(2) そ の 他 附 帯 事 業 収 益 １７９,１１９ ２１２,０３０

病院事業

附 帯 事 業 収 益

(1) 外 来 収 益



（単位  千円）
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令 和 元 年 度 滋 賀 県 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（令　和　２　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

土 地 ６,１８１,３９８

建 物 ４２,８１２,６５７

(1) 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 ８８６,８３４△       ４４０,７８０

車 両 お よ び 運 搬 具 １３,２１７

減 価 償 却 累 計 額 ２３,１９７,６９３△  １９,６１４,９６４

構 築 物 １,３２７,６１４

減 価 償 却 累 計 額 ６,９６８,５６４△    ３,４９０,７３４

リ ー ス 資 産 ２４２,０２５

減 価 償 却 累 計 額 １２,４４１△         ７７６

工 具 器 具 お よ び 備 品 １０,４５９,２９８

施 設 利 用 権 ５８３

有 形 固 定 資 産 合 計 ３１,０１４,１５４

(2) 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額  － ２４２,０２５

建 設 仮 勘 定 １,０４３,４７７

出 資 金 ５,７００

無 形 固 定 資 産 合 計 ６,５４５

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

電 話 加 入 権 ２,８７７

そ の 他 無 形 固 定 資 産 ３,０８５

病院事業
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固 定 資 産 合 計 ３２,０９６,８７５

流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １,０７６,１７６

病院事業

長 期 前 払 消 費 税 １,０７０,４７６

(3) 貯 蔵 品 ８５,６４７

(2) 未 収 金 ２,９８４,２９３

(1) 現 金 預 金 ４,８１７,９０１

資 産 合 計 ３９,９５９,０２１

負　　　　債　　　　の　　　　部

流 動 資 産 合 計 ７,８６２,１４６

貸 倒 引 当 金 ２５,６９５△         ２,９５８,５９８

建設改良費等の財源に充てるための ２２,８４６,７９７
企 業 債

企 業 債 合 計 ２２,８４６,７９７

(2) リ ー ス 債 務 ２０３,４４６

固 定 負 債

(1) 企 業 債

退 職 給 付 引 当 金 ４,１８２,５７８

引 当 金 合 計 ４,１８２,５７８

(3) 引 当 金

企 業 債

企 業 債 合 計 １,８４０,３６３

(2) リ ー ス 債 務 ５０,４１６

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための １,８４０,３６３

固 定 負 債 合 計 ２７,２３２,８２１

流 動 負 債

(3) 未 払 金 １,７５８,５３９
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(4) 前 受 金

賞 与 引 当 金 ５８７,３１４

法 定 福 利 費 引 当 金 １１２,５０８

４０,１７９

(5) 引 当 金

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金 ４,５４９,５３１

流 動 負 債 合 計 ４,４７９,９７１

引 当 金 合 計 ６９９,８２２

(6) 預 り 金 ９０,６５２

繰 延 収 益 合 計 ２,３７６,７６０

負 債 合 計 ３４,０８９,５５２

(2) 建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金 １,７９３

収 益 化 累 計 額 ２,１７４,５６４△    ２,３７４,９６７

受 贈 財 産 評 価 額 ６,１１４,１７８

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 １６,４１５,０９１

(2) 欠 損 金

寄 附 金 ４３,４５０

欠 損 金 合 計 １６,７０３,２５０

剰 余 金 合 計 １０,５４５,６２２△  

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 １６,７０３,２５０

資 本 剰 余 金 合 計 ６,１５７,６２８

病院事業

資 本 合 計 ５,８６９,４６９

負 債 資 本 合 計 ３９,９５９,０２１



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　たな卸資産の評価基準および評価方法

　　　貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　３～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　３～50年

　　　　　車両および運搬具　　　４～５年

　　　　　工具器具および備品　　２～20年

　　(2) リース資産

　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引については、自己所有に係る固定資産の減価償却の方法と同一の会計処理によっている。

　　(3) 無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　３　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における病院事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、各会計

　　　における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 845,845千円を除いて計上している。

　　(2) 賞与引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(3) 法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

病院事業

注 記

（令 和 ２ 年 ３ 月 31 日）



　　(4) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

　　　計上している。

　４　その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　(1) 消費税等の会計処理

  　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　令和元年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産および負債の額は、それぞれ 242,025千円、 253,862千円である。

Ⅲ　令和元年度予定貸借対照表に関する注記

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は次のとおりである。

　　　　令和２年度以降の元金償還額　　　　　　　２４，６８７，１６０千円

　　　　令和２年度以降の一般会計の負担見込額　　１４，００８，６５４千円　※

　　※地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）の規定に基づき算定した見込額である。

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　１　報告セグメントの概要

　　　病院事業会計では、滋賀県立総合病院、滋賀県立小児保健医療センター、滋賀県立精神医療センターおよび経営管理課により病院事業を運営しており、各病院等で運営方

　　針等を決定していることから、県立３病院および経営管理課の４つを報告セグメントとしている。

　　　なお、各報告セグメントに属する病院等の内容は以下のとおりである。

病院事業



滋賀県立総合病院 (1) 疾病の予防に関すること。

(2) 疾病の専門的医療に関すること。

(3) 疾病の専門的健康相談および保健指導に関すること。

(4) 疾病の調査研究に関すること。

(5) 疾病の教育研修に関すること。

(6) 専門的リハビリテーション医療に関すること。

滋賀県立小児保健医療センター (1) 小児の保健に関すること。

(2) 専門的な療育相談、発達相談および小児の保健指導に関すること。

(3) 小児の専門的医療および機能訓練に関すること。

(4) 小児保健医療の調査研究に関すること。

(5) 小児保健医療の教育研修に関すること。

滋賀県立精神医療センター (1) 精神的健康の保持および増進に関すること。

(2) 精神障害者等の専門的な医療に関すること。

(3) 精神障害者等の社会復帰を促進するための生活の訓練および指導に関すること。

(4) 精神障害者等の医療の調査研究に関すること。

経営管理課 病院事業庁全般に関する事項の総合調整に関すること。等

　２　報告セグメントごとの予定損益計算書

（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで） （単位：千円）

病院事業

合　　　計

医 業 収 益 １５,８２０,６７５ ２,７５６,０５１ １,４２８,３７５ ８６,８２２ ２０,０９１,９２３

セ グ メ ン ト 区 分 業　　　務　　　の　　　内　　　容　　

総合病院 小児保健医療センター 精神医療センター 経営管理課



（※）経営管理課から各病院に配賦している本部経費（本部費配賦額）については、各病院においては費用に、経営管理課においては収益となるが、同一会計内での

　　　資金移動となり、病院事業会計全体としては収益および費用とはならないため、重複分については経営管理課から控除している。

　３　報告セグメントごとの予定貸借対照表

（令和２年３月31日） （単位：千円）

病院事業

３２,０９６,８７５

流 動 資 産 ２,５１０,０１９ ３,１２３,３９１ ２,１４１,０６２ ８７,６７４ ７,８６２,１４６

総合病院 小児保健医療センター 精神医療センター 経営管理課 合　　　計

固 定 資 産 ２５,０２３,０３１ ２,１２３,９３４ ３,３９９,１７５ １,５５０,７３５

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 １６,８７０,０９３ ４２０,２１６△       ２５３,３７３  － １６,７０３,２５０

前 年 度 繰 越 欠 損 金 １６,８５０,８１６ ４５３,２１８△       ２５３,７７４  － １６,６５１,３７２

当 年 度 純 損 失 １９,２７７ ３３,００２ ４０１△               － ５１,８７８

経 常 損 失 １９,２７７ ３３,００２ ４０１△               － ５１,８７８

附 帯 事 業 費 用  － ２１０,３５７  － １８△                ２１０,３３９

附 帯 事 業 収 益  － ２１２,０３０  －  － ２１２,０３０

医 業 外 費 用 １,０２２,５５６ １３８,０７８ ６６,６１０ １,４００ １,２２８,６４４

医 業 外 収 益 ２,０６２,１７９ ４４１,９８９ ６８４,９５６ ２,１８４ ３,１９１,３０８

８７,６２４ ２２,１０８,１５６

医 業 損 失 １,０５８,９００ ３３８,５８６ ６１７,９４５ ８０２ ２,０１６,２３３

医 業 費 用 １６,８７９,５７５ ３,０９４,６３７ ２,０４６,３２０



Ⅴ　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　１　リース取引の処理方法

　　　リース料総額が 300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

Ⅵ　その他の注記

　１  退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、退職手当として 200,712千円を支給するため、退職給付引当金 157,257千円を取り崩す。

負 債 資 本 合 計 ２７,５３３,０５０ ５,２４７,３２５ ５,５４０,２３７ １,６３８,４０９ ３９,９５９,０２１

資 本 合 計 ２,５０４,２４９△    ３,５７３,６３３ ３,２４９,３５０ １,５５０,７３５ ５,８６９,４６９

剰 余 金 １３,９１９,７７８△  １,０６３,７１６ ７５９,７０５ １,５５０,７３５ １０,５４５,６２２△  

資 本 金 １１,４１５,５２９ ２,５０９,９１７ ２,４８９,６４５  － １６,４１５,０９１

負 債 合 計 ３０,０３７,２９９ １,６７３,６９２ ２,２９０,８８７ ８７,６７４ ３４,０８９,５５２

繰 延 収 益 １,２１９,２７２ ４３,１１７ １,１１４,３７１  － ２,３７６,７６０

流 動 負 債 ３,６１２,７２８ ４８２,７６６ ３５８,８６９ ２５,６０８ ４,４７９,９７１

固 定 負 債 ２５,２０５,２９９ １,１４７,８０９ ８１７,６４７ ６２,０６６ ２７,２３２,８２１

資 産 合 計 ２７,５３３,０５０ ５,２４７,３２５ ５,５４０,２３７ １,６３８,４０９ ３９,９５９,０２１

総合病院 小児保健医療センター 精神医療センター 経営管理課 合　　　計

病院事業



（単位  千円）

金

令 和 2 年 度 滋 賀 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 お よ び 支 出

給 水 収 益

７３６

８４６

款

工 業 用 水 道 事 業 収 益

工業用水道事業

１

備　　　　　　　考

１１９,６１３

長 期 前 受 金 戻 入

３,６５４

１,１３７,４００

８,１１３

１

予　　　　定　　　　額

１

１,０１７,７８７

目

２

１,０１７,７８７

項

消費税および地方消費税還付

１０６,２６４

１ 営 業 収 益

（収　　 　入）

２ 営 業 外 収 益

雑 収 益

３

他 会 計 負 担 金

５

４

受 取 利 息 お よ び 配 当 金



（単位  千円）

費

消 費 税 お よ び 地 方 消 費 税

３ 雑 支 出

１,１０３,９００

（支　　 　出）

工業用水道事業

工 業 用 水 道 事 業 費 用

２

１

１

款

２７,５０１４ 資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用

予　　　　定　　　　額 備　　　　　　　考

１,０６３,６６６

１３９,１３４１ 総 係 費

支払利息および企業債取扱諸

４０,２３４

２

３７,３３７２

２,５６１

３３６

１

３ 減 価 償 却 費 ５３９,２１８

３５７,８１３

営 業 費 用

項 目

業 務 費



（単位  千円）

３０,０００

工業用水道事業

資 本 的 収 入 お よ び 支 出

諸 収 入

項 予　　　　定　　　　額

補 助 金

３６,５００１ 国 補 助 金

（収　　 　入）

款

２８,５７１他 会 計 貸 付 金 償 還 金

６６,５００

工 事 負 担 金 １,４２９

３６,５００１

１

２

２

資 本 的 収 入

１

備　　　　　　　考目



（単位  千円）

有 形 固 定 資 産 購 入 費

総 係 費

２６５,７１５２ 構 築 物 費

２ 企 業 債 償 還 金

１,２４６３ 固 定 資 産 購 入 費

２０,０８１

２０,０８１１ 企 業 債 償 還 金

１,２４６１

１ 建 設 改 良 費 ２８１,７７３

１６,０５８１

備　　　　　　　考

３０３,１００１ 資 本 的 支 出

予　　　　定　　　　額款 項 目

（支　　 　出）

工業用水道事業



（単位  千円）

１

２

（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）

工業用水道事業

小 計

２,５６１

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ４４３,８４９

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

４４２,７５６

４０,０９４

△ ８９９

△

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額

未 払 金 の 増 減 額

３,６５４

２３,７２９

△

２,５６１

未 収 金 の 増 減 額 ２,０００

た な 卸 資 産 の 増 減 額

雑 支 出 （ 控 除 対 象 外 消 費 税 等 ）

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

９,８３２

令和 2 年度滋賀県工業用水道事業予定キャッシュ･フロー計算書

当 年 度 純 利 益

５０１

５３９,２１８減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

△ ２８,６８２

９８

△

賞 与 等 引 当 金 の 増 減 額

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額

長 期 前 受 金 戻 入 額

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金

消 費 税 等 資 本 的 収 支 調 整 額

修 繕 引 当 金 の 増 減 額

特 別 修 繕 引 当 金 の 増 減 額

支 払 利 息

利 息 の 支 払 額

１０６,２６４

△ ３３

△ ５,７８２

△ ３,６５４

△ ２５,９６３



３

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

６,１４４,４９３

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

△ ２０,０８１

５,９３７,２４４

△ ２０,０８１

△

１９４

２０７,２４９

２８２,８２５

２８,５７１

３７,９２９

２１６,５１９

資 金 増 加 額

資 金 期 首 残 高

工業用水道事業

資 金 期 末 残 高

△

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入

△

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

他 会 計 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

扶 養 手 当

損 益 勘 定 支 弁 職 員

前 年 度

合 計

－

1,777

△ 62

資 本 勘 定 支 弁 職 員

(3)

－ 2

工業用水道事業

手　当　の　内　訳 比　　較

給 与 費 明 細 書

(2)

損 益 勘 定 支 弁 職 員

21,329

手 当

54,179

資 本 勘 定 支 弁 職 員

2,74113,232

50,405

5,160

法 定 福 利 費

本 年 度

 12
42,449

45,245 99,424

特 別 職

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

2,796 1,066

△ 180

105,993

46

2,787

合　　　　　計

合 計

区　　　　　　　　　　　　　　分
給 料

126,210

5,340

△ 571

15,845

15,973

47,789

50,312

職 員 数

－

一 般 職

－

－

 13

 (3)
 15

計

17,476 110,237

6,489

△ 174

53

503

2,616

10,016

2,538

勤 勉 手 当
時 間 外 勤 務
手 当

133,811

18,542

1,112

92,761

特殊勤務手当

112,482

13,058

117,966

6 △ 128

74

2,768

7,898

62,077

△ 9

6,663

1
(2)

住 居 手 当 期 末 手 当地 域 手 当

15,086

4,828

4,819

通 勤 手 当

74

9,963

283

4,486 14,803

△ 182

685

3,915

7,8922

 (1)

合 計

7,729

7,601

230

20,217 (1)

資 本 勘 定 支 弁 職 員 -

－

区　　分

 14
58,204

3,873

1
3,867

　　１　総　　　括

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

比
　
　
　
較

－

－

損 益 勘 定 支 弁 職 員

－

－

1,715



千円 千円 千円 千円 千円 千円

人 人 千円 千円 千円 千円 千円

(

(

　　　(1) 会計年度任用職員以外の職員

1,562 258 1,820
1

資 本 勘 定 支 弁 職 員 －  － 6 △ 180 △ 174 46 △ 128

△    1)

合 計 － △    1) △ 77 1,465 1,388 304 1,692

92,761 17,476 110,237
 12

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － 2 7,892 5,340 13,232 2,741 15,973

合 計 －  (1) 58,204 47,789 105,993 20,217 126,210

94,323

13,058

特 別 職 一 般 職 給 料 手 当 計

本
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 － 13 50,229

区　　　　　　　　　　　　　　分
職 員 数

17,734 112,057

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － 2 7,898 5,160 2,787 15,845

合 計 － 20,521 127,902

休日勤務手当

前 年 度

△ 175

1,685

管 理 職 員
特別勤務手当

805

管 理 職 手 当

6

5

本 年 度

夜間勤務手当

前
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 －  (1) 50,312 42,449

△ 83 1,645

法 定 福 利 費

5,711

1 △ 1 69

15 58,127 49,254 107,381

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

工業用水道事業

8748,692

児 童 手 当区　　分

32

221

比　　較

1

220

合　　　　　計

1,860

△ 1 2,981

退 職 手 当

 14

比
　
　
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 －

44,094

　　注　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

33



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

　　　　２　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

人 人 千円 千円 千円 千円 千円

　　　(2) 会計年度任用職員

－

資 本 勘 定 支 弁 職 員 －

工業用水道事業

　　注　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載したものである。

合 計 － － －

比　　較 1 △ 1 △ 1 △ 175 2,981 69

合　　　　　計
給 料 手 当 計

区　　　　　　　　　　　　　　分
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

法 定 福 利 費

5,101 808 5,909
本
　
年
　
度

－ － －

損 益 勘 定 支 弁 職 員 3,950

1,151 5,101 808 5,909

区　　分 夜間勤務手当 休日勤務手当
管 理 職 員
特別勤務手当

管 理 職 手 当 退 職 手 当 児 童 手 当

1,151

－ －

合 計 3,950

本 年 度 6 220 32 1,685 8,692 874

前 年 度 5 221 33 1,860 5,711 805

前 年 度 1,777 4,486 685 14,803 9,963 2,538 74 4,828

比　　較 △ 62 △ 867 △ 182 △ 276 53 △ 66 － △ 9

地 域 手 当 住 居 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当
時 間 外 勤 務
手 当

本 年 度 1,715 3,619 503 14,527 10,016 2,472 74 4,819

区　　分 扶 養 手 当

手　当　の　内　訳

－ －

前
　
年
　
度

職 員 数

特 別 職 一 般 職

－

－

－

－

－

－

 (3)
 －

－

 (3)
 －

－

－

－

－ －

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員 － － － －

－ －



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円

　　　　２　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

－ －

合 計

3,950 1,151

296 559 296

前 年 度 － － －

5,101 808 5,909

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － －

工業用水道事業

　　注　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算となったものについて記載したものである。

比　　較

区　　分 地 域 手 当 期 末 手 当 通 勤 手 当

296 559

－

比
　
　
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員

 －

手　当　の　内　訳

区　　　　　　　　　　　　　　分
職 員 数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特 別 職 一 般 職 給 料 手 当 計

－

－

－

 (3)
 －

－

 (3)

296

3,950 1,151 5,101 808 5,909

本 年 度



千円 千円

給与改定に伴う 給与改定の状況
増減分

　　　　　

昇給に伴う増加
分

その他の増減分 職員数の異動状況

人 人 人

制度改正に伴う 制度改正の状況
増減分

一般会計に準じて改定

その他の増減分

　 改定実施時期　　 　　　　　　 　令和２年４月１日

前年度

備 考

そ の 他

前 年 度

現 に 在 職 す る 職 員区　　分

　 改定実施時期　　 　　　　　　 　平成31年４月１日

－15本 年 度

1

－

本年度  扶養手当、地域手当、住居手当
　 改定実施時期　　 　 　        　令和２年４月１日

本年度  給料月額を引上げ

707

△ 552

2,233

比　　較

説 明

3,873

手 当

給 料 933

工業用水道事業

区 分

2,616

職 員 構 成 の 異 動 等

増 減 事 由 別 内 訳

3,168

15

計

－

前年度

14

1

 勤勉手当
　 改定実施時期　　 　 　        　令和元年12月１日

　　２　給料および手当の増減額の明細

増 減 額

 給料の改定率　　　　　　　　　　　　　　　　 0.1％

 2,233千円

14



 191,370

区 分

　　３　給料および手当の状況

　　　(1) 職員１人当たり給与

平成30年12月１日現在

 191,370

　　　(2) 初　任　給 （単位　円）

区 分

高 校 卒

工業用水道事業

45.6

平均給料月額

平均給与月額

平 均 年 齢

大 学 卒

 157,092

一般会計の制度
行 政 職

 157,092

45.8

406,839

418,638

令和元年12月１日現在

328,842

322,358

平均給与月額

行 政 職

（単位　円・歳）

行 政 職

平 均 年 齢

平均給料月額



4

区 分
職　員　数

行 政 職

6.7

２ 級

４ 級 33.3

20.0

26.6

６ 級

 2

 1

平

成

30

年

12

月

１

日

現

在

工業用水道事業

 1

　　　(3) 級別職員数 （単位　人・％）

 2

 3

6.7

13.3

6.7

6.7

13.3５ 級

２ 級

100.0

 1７ 級

令

和

元

年

12

月

１

日

現

在

15

20.0

構　成　比

 6.7

20.0

計

 5

 3

 1

１ 級

 (1)

6.7

 15

13.3

 (1)

 1

３ 級

１ 級

 3

100.0

計

７ 級

６ 級

５ 級

 1

 2

４ 級

３ 級



課長補佐

主 査

（困 難）

 6

参 事 主 幹 係 長

 2

(B)/(A)

2 号 給

主 事
 (高 度）

主 事

1 級

主任主事

3 級

比 率

8 号 給

6 級区 分

 1

 －

（困 難）

（困 難）
主任技師係 長

 10

主任主事
主任技師

（困 難）

2 級4 級

前

年

度

本

年

度

職 員 数

4 号 給

技 師
 (高 度）

8 号 給

6 号 給

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

(B)

比 率

号 給 数 別 内 訳

 7

 －

6 号 給

行 政 職

工業用水道事業

 2

行 政 職

(B)/(A)

技 師

 15

主 幹

課長補佐

2 号 給

課 長

7 級

(A)

 14

60.0

職 員 数

(A)

 1

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

4 号 給

（単位　人・％）

　　　 　（級別の基準となる職務）

（困 難）

71.4

 9

5 級

　　　(4) 昇　　給

区 分



有

（令和元年12月１日現在　単位　％・円）

(2.35)
4.50

有

　　　(5) 特殊勤務手当

6 月
備 考

毒物および劇物取扱手当

12 月

（単位　月）

(1.175)
2.225

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

級等による加算措置
職制上の段階、職務の

一 般 会 計 の 制 度
(1.175)
2.25

代表的な特殊
勤務手当の名
称

区 分

1,593支給対象職員１人当たり平均支給月額

本 年 度

0.0

支給額の多い手当

支 給 対 象 職 員 の 比 率

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

11.1

前 年 度

毒物および劇物取扱手当

多くの職員に支給
さ れ て い る 手 当

支　 給　 率　 計

　　　(6) 期末手当・勤勉手当

(2.35)
4.45

(1.175)
2.25

(1.175)
2.25

工業用水道事業

区 分 行 政 職

(1.175)
2.25

(1.175)
2.225

(2.35)
4.50

有



定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

　　注　１　「(1) 職員１人当たり給与」は、当該日に在職する職員（短時間勤務職員および休職職員等を除く｡）について算出したものである。

　　　　２　「(1) 職員１人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当および児童手当を除いて算出したものである。

　　　　３　「(3) 級別職員数」の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

　　　　４　「(4) 昇給」の昇給に係る職員数は、短時間勤務職員を除いたものである。

　　　　５　「(6) 期末手当・勤勉手当」の（　）書は、再任用職員に係る支給率である。

備 考

（2％～45％加算）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

35年勤続の者 最 高 限 度25年勤続の者

47.70933.27075

（単位　月）

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

支　　　　給　　　　率　　　　等

同　　　　　じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

区 分

24.586875

20年勤続の者

工業用水道事業

差 異 の 内 容

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度
（ 支　給　率　等 ）

33.27075
（2％～45％加算）

　　　(8) その他の手当

24.586875 47.709 47.709

47.709

　　　(7) 定年退職および応募認定退職に係る退職手当



（単位  千円）

( )

( )

( )

場技術業務

技術業務

－ －

－ －

令和３年度から

224,537 － － 224,537

彦根浄水場受変電設備等更新工事

彦 根 工 業 用 水 道 改 良 事 業 224,537 － 令 和 ３ 年 度

多賀敏満寺ライン管路更新工事

－

彦 根 工 業 用 水 道 改 良 事 業 140,000 － 令 和 ３ 年 度 140,000 － － 140,000－

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

令 和 元 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

令 和 ２ 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

国 補 助 金企　業　債金　　額 期　　　　間 金　　額 そ　の　他期　　　　間

湖南団地ライン管路更新工事現場

336,875

6,000－南 部 工 業 用 水 道 改 良 事 業 6,000

多賀敏満寺ライン管路更新工事現

彦 根 工 業 用 水 道 改 良 事 業 5,000 －

吉川浄水場薬品注入設備改良工事

南 部 工 業 用 水 道 改 良 事 業 336,875 336,875

令 和 ３ 年 度 5,000 － －

－ － 160,000南 部 工 業 用 水 道 改 良 事 業

湖南団地ライン大池１工区管路更

160,000

－

令 和 ３ 年 度 160,000

新工事

－ －

－

－

3,359－ 令 和 ３ 年 度 3,359 －

5,000

3,359

67,778－ 令和３年度から

－

－

－

－ －

令和４年度まで

令 和 ３ 年 度 6,000

－

令和４年度まで

浄 水 場 運 転 管 理 業 務 67,778

工業用水道事業

67,778

場 外 施 設 等 点 検 業 務



そ　の　他期　　　　間 金　　額 期　　　　間 企　業　債 国 補 助 金金　　額

2,929

7,888水 道 用 薬 品 調 達 業 務 7,888 －

令 和 ３ 年 度－

令 和 ３ 年 度－

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

工業用水道事業

－ 3,065

7,888－－

汚泥収集運搬・リサイクル処分業務 2,929 －

令 和 元 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

令 和 ２ 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

－ － 2,929

左　　の　　財　　源　　内　　訳

令和４年度まで

吉川浄水場排水処理施設運転管理業務 3,065 － － 令和３年度から 3,065 －



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

ロ

ハ

イ

８,３７１

１,９７５

１０６,７９０

１,０９２

５,２１３,９７５△    

１,３０６,１３８

６８４,８４７６２１,２９１△       

１０７,９３６

７,５２７,６３２

２,０００

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 お よ び 装 置

水 利 権

投 資 そ の 他 の 資 産

３３,６７９

(1)

工 具 器 具 お よ び 備 品

(3)

１,２４６,０４９

６,４６０,０２４

３,８２９,６２７

５４

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

４７３,２８９

地 上 権

４,４４８

１３,５５２,０３９

１,２８３,４７４

９,７２２,４１２△    

２,４７３△           

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

出 資 金

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産(2)

施 設 利 用 権

令 和 2 年 度 滋 賀 県 工 業 用 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（令 和 ３ 年 ３ 月 31 日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

無 形 固 定 資 産 合 計

２５,３０８△         

固 定 資 産

工業用水道事業



ロ

２

３

イ

イ

ロ

ハ

４

イ

２３８,７９７

２,０２７

７,６３７,５９５

２０,３７０

２０,３７０

６,２４５,６１６

１３,８８３,２１１

３０１,３２１

６１０,７１９

１３２,３６０

４７８,３５９

６５,３９５

１１１,６４３

２７

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

１３２,３６０

引 当 金 合 計

流 動 負 債

企 業 債 合 計

預 託 金

流 動 資 産 合 計

固 定 負 債

資 産 合 計

(1)

退 職 給 付 引 当 金

未 収 金(2)

固 定 資 産 合 計

(3)

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

特 別 修 繕 引 当 金

現 金 預 金

企 業 債

流 動 資 産

工業用水道事業

引 当 金(2)

(1)

修 繕 引 当 金

(1)

固 定 負 債 合 計

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

企 業 債

企 業 債 合 計

(2) 未 払 金

負　　　　債　　　　の　　　　部

９,１２３

６,１４４,４９３

貯 蔵 品

９２,０００



イ

ロ

ハ

５

イ

ロ

ハ

６

７

イ

ロ

ハ

資 本 剰 余 金 合 計 ２５７,３７０

２,４６５,４６２

８,９４６,０９２

１０５,３１０

６６０,４３５

１,５６０,２８９

１,５６０,２８９

８０,１５６

８,４９４

４,０２４

３４,７８７

２９４,４５４

２２,２６９

５００

３３

(1) 長 期 前 受 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

繰 延 収 益

(4) そ の 他 流 動 負 債

(3)

受 贈 財 産 評 価 額

特 別 修 繕 引 当 金

流 動 負 債 合 計

国 庫 補 助 金

引 当 金

１,３８８,３３３

８１９,６９８

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

負 債 合 計

賞 与 等 引 当 金

収 益 化 累 計 額

８０,９３９

５６８,６３５△       

資 本 金

資 本 剰 余 金

工 事 負 担 金

工業用水道事業

受 贈 財 産 評 価 額

資　　　　本　　　　の　　　　部

８４６,７６６

国 庫 補 助 金

繰 延 収 益 合 計

７８３△              収 益 化 累 計 額

剰 余 金

(1)

１８６,３３１△       

１５２,０２７

工 事 負 担 金



イ

ロ

ハ ２９,９１３

２,１５６,６９４

１３,８８３,２１１負 債 資 本 合 計

１１,４１７,７４９

２,４７１,６５７

２,２１４,２８７

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

工業用水道事業

２７,６８０利 益 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

建 設 改 良 積 立 金

(2) 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

たな卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数（ただし、構築物または機械および装置を一体として償却する

場合は、同号注一の表に掲げる耐用年数）により定額法を用いている。

無形固定資産

地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における工業用水道事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、各

会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる214,057千円を除いて計上している。

賞与等引当金

職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

上している。

特別修繕引当金

法令等に基づき、数年度ごとに定期的に行われる大規模な修繕について、その修繕に要する経費を年数按分した額を計上している。

修繕引当金

平成24年４月１日施行の地方公営企業会計基準移行前に引き当てたものを計上しており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

注 記

(2)

(3)

（令 和 ３ 年 ３ 月 31 日）

１

２

３

(1)

(2)

(1)

工業用水道事業

(5)

(4)



その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、期中税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

Ⅱ 令和２年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

Ⅲ 令和２年度予定貸借対照表等に関する注記

なし

Ⅳ セグメント情報に関する注記

報告セグメントの概要

工業用水道事業会計は、彦根工業用水道事業および南部工業用水道事業を行っているが、浄水場施設や給水区域がそれぞれ独立していることから彦根工業用水道事業および

南部工業用水道事業の２つを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

彦根市、多賀町

草津市、守山市、栗東市、甲賀市、野洲市、湖南市、竜王町

報告セグメントごとの予定貸借対照表

（令和３年３月31日）

給 水 区 域

彦 根 工 業 用 水 道 事 業

２

南 部 工 業 用 水 道 事 業 ８３,８６０ 立方メートル

(1)

工業用水道事業

４

なし

１

４８,５００ 立方メートル

１,３１７,７９２ ６,３１９,８０３

名 称 １ 日 の 給 水 能 力

（単位　千円）

彦根工業用水道事業 南部工業用水道事業 工 業 用 水 道 事 業 計

固 定 資 産 ７,６３７,５９５



Ⅴ リース契約により使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額は次のとおりである。

１年内

１年超

　計

Ⅵ その他の注記

退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、退職手当として３７,３７４千円を支給するため、退職給付引当金３３,７９７千円を取り崩す。

特別修繕引当金の目的使用による取崩しについて

１３,８８３,２１１

資 産 合 計

固 定 負 債

流 動 負 債

繰 延 収 益

１,２５１,８３５

２９４,４５４

２,３３７,３９８ １１,５４５,８１３

１

１

２

２,３３７,３９８

６１９,３２５

５０２,１３７

２０７,６８０

１,２８９,４０７

１,９９９,２２４負 債 合 計

資 本 金

１０８,５８２

８６,７７４

２７０,８８２

４６６,２３８

１１,５４５,８１３負 債 資 本 合 計

２,９２９千円

４,０４４千円

１,１１５千円

流 動 資 産 １,０１９,６０６ ５,２２６,０１０

１１,４１７,７４９９,５４６,５８９

工業用水道事業

資 本 合 計 １,８７１,１６０

剰 余 金

１３,８８３,２１１

７,６９４,２５７

１,８５２,３３２

６１０,７１９

２,４７１,６５７

２,４６５,４６２

１,５６０,２８９

８,９４６,０９２

６,２４５,６１６



当事業年度において、朝国共同施設送水ポンプ修繕工事等を執行するにあたり、特別修繕引当金９,１２６千円を取り崩す。

修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、朝国共同施設送水ポンプ修繕工事等を執行するにあたり、修繕引当金２５,９６３千円を取り崩す。

３

工業用水道事業



（単位  千円）

１

２

３

４

工業用水道事業

その他未処分利益剰余金変動額 １９,７９７

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 １１８,３６２

９８,５６５当 年 度 純 利 益

経 常 利 益 ９８,５６５

(2) 雑 支 出 ３０８ ３,１５４ １１０,９６８    

営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 お よ び 企 業 債 取 扱 諸 費 ２,８４６

(4) 雑 収 益 ５３４ １１４,１２２

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 １０８,６０１

(2) 他 会 計 負 担 金 ７０４

(1) 受 取 利 息 お よ び 配 当 金 ４,２８３

営 業 損 失 １２,４０３

営 業 外 収 益

(4) 資 産 減 耗 費 ４９,５８５ １,００２,３０８

(3) 減 価 償 却 費 ５４４,７４６

(2) 業 務 費 ２７５,７６５

営 業 費 用

(1) 総 係 費 １３２,２１２

(1) 給 水 収 益 ９２１,３０１

９８９,９０５(2) そ の 他 の 営 業 収 益 ６８,６０４

令 和 元 年 度 滋 賀 県 工 業 用 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）

営 業 収 益



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

ロ

ハ

イ 出 資 金 ２,０００

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

施 設 利 用 権 ５６

無 形 固 定 資 産 合 計 １１３,８５３

水 利 権 １１１,９６７

地 上 権 １,８３０

(2) 無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定 １,０４５,１０３

有 形 固 定 資 産 合 計 ７,８０２,３７１

工 具 器 具 お よ び 備 品 ３３,８０９

減 価 償 却 累 計 額 ２４,９６８△         ８,８４１

車 両 運 搬 具 ３,３１６

減 価 償 却 累 計 額 ２,０６８△           １,２４８

機 械 お よ び 装 置 ６,４６１,３７８

減 価 償 却 累 計 額 ５,００９,１０８△    １,４５２,２７０

構 築 物 １３,５４０,９８７

減 価 償 却 累 計 額 ９,４３２,２９７△    ４,１０８,６９０

建 物 １,３０６,１３８

減 価 償 却 累 計 額 ５９３,２０８△       ７１２,９３０

土 地 ４７３,２８９

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

工業用水道事業

令 和 元 年 度 滋 賀 県 工 業 用 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（令 和 ２ 年 ３ 月 31 日）

資　　　　産　　　　の　　　　部



ロ

ハ

２

３

イ

イ

ロ

ハ

４

イ

工業用水道事業

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

２０,０８１

流 動 負 債

(1) 企 業 債

企 業 債 合 計 ２０,０８１

引 当 金 合 計 ５２９,９９０

固 定 負 債 合 計 ６８２,７２０

特 別 修 繕 引 当 金 １１２,３２３

修 繕 引 当 金 ３２３,５９０

退 職 給 付 引 当 金 ９４,０７７

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

１５２,７３０

企 業 債 合 計 １５２,７３０

(2) 引 当 金

(1) 企 業 債

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

流 動 資 産 合 計 ６,０３５,４６８

資 産 合 計 １３,９８２,２９０

(3) 貯 蔵 品 ８,２２４

(2) 未 収 金 ９０,０００

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 ５,９３７,２４４

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 ３０,５９８

固 定 資 産 合 計 ７,９４６,８２２

預 託 金 ２７

長 期 貸 付 金 ２８,５７１



イ

ロ

ハ

５

イ

ロ

ハ

６

７

イ

ロ

ハ 受 贈 財 産 評 価 額 ３３

国 庫 補 助 金 １５２,０２７

工 事 負 担 金 １０５,３１０

(1) 資 本 剰 余 金

資 本 金 ８,９２６,２９５

剰 余 金

負 債 合 計 ２,５７４,３７３

資　　　　本　　　　の　　　　部

長 期 前 受 金 合 計 １,６２８,７５３

繰 延 収 益 合 計 １,６２８,７５３

受 贈 財 産 評 価 額 ８０,９３９

収 益 化 累 計 額 ６７２△              ８０,２６７

工 事 負 担 金 ８４６,６１０

収 益 化 累 計 額 １６０,３３０△       ６８６,２８０

国 庫 補 助 金 １,３５３,７３４

収 益 化 累 計 額 ４９１,５２８△       ８６２,２０６

(1) 長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計 ２６２,９００

繰 延 収 益

(4) そ の 他 流 動 負 債 ５００

修 繕 引 当 金 ２５,９６３

引 当 金 合 計 ４３,６１６

賞 与 等 引 当 金 ８,５２７

特 別 修 繕 引 当 金 ９,１２６

(3) 引 当 金

工業用水道事業

(2) 未 払 金 １９８,７０３



イ

ロ

ハ

工業用水道事業

資 本 合 計 １１,４０７,９１７

負 債 資 本 合 計 １３,９８２,２９０

利 益 剰 余 金 合 計 ２,２２４,２５２

剰 余 金 合 計 ２,４８１,６２２

建 設 改 良 積 立 金 ２,０７８,２１０

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 １１８,３６２

利 益 積 立 金 ２７,６８０

(2) 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計 ２５７,３７０



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

たな卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数（ただし、構築物または機械および装置を一体として償却する

場合は、同号注一の表に掲げる耐用年数）により定額法を用いている。

無形固定資産

地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における工業用水道事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、各

会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる190,956千円を除いて計上している。

賞与等引当金

職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

上している。

特別修繕引当金

法令等に基づき、数年度ごとに定期的に行われる大規模な修繕について、その修繕に要する経費を年数按分した額を計上している。

修繕引当金

平成24年４月１日施行の地方公営企業会計基準移行前に引き当てたものを計上しており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

(1)

(2)

３

(1)

(2)

工業用水道事業

注 記

（令 和 ２ 年 ３ 月 31 日）

１

２

(3)

(4)

(5)



その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、期中税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

Ⅱ 令和元度予定貸借対照表等に関する注記

なし

Ⅲ セグメント情報に関する注記

報告セグメントの概要

工業用水道事業会計は、彦根工業用水道事業および南部工業用水道事業を行っているが、浄水場施設や給水区域がそれぞれ独立していることから彦根工業用水道事業および

南部工業用水道事業の２つを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

彦根市、多賀町

草津市、守山市、栗東市、甲賀市、野洲市、湖南市、竜王町

報告セグメントごとの予定損益計算書

（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）

１７６,６４８ ８２５,６６０ １,００２,３０８営 業 費 用

工業用水道事業

１２,１６３ ２４,５６６△              １２,４０３△                営 業 利 益

２

（単位　千円）

彦根工業用水道事業 南部工業用水道事業 工 業 用 水 道 事 業 計

１８８,８１１ ８０１,０９４ ９８９,９０５営 業 収 益

４

(1)

１

彦 根 工 業 用 水 道 事 業 ４８,５００ 立方メートル

南 部 工 業 用 水 道 事 業 ８３,８６０ 立方メートル

名 称 給 水 区 域 １ 日 の 給 水 能 力



報告セグメントごとの予定貸借対照表

（令和２年３月31日）

２６０,９８３ １,３６７,７７０ １,６２８,７５３繰 延 収 益

４６１,０００ ２,１１３,３７３ ２,５７４,３７３負 債 合 計

３

（単位　千円）

彦根工業用水道事業 南部工業用水道事業 工 業 用 水 道 事 業 計

１,２３９,６３９ ６,７０７,１８３ ７,９４６,８２２固 定 資 産

１,１０５,６６９ ４,９２９,７９９ ６,０３５,４６８流 動 資 産

２,３４５,３０８ １１,６３６,９８２ １３,９８２,２９０資 産 合 計

１３４,７２５ ５４７,９９５ ６８２,７２０固 定 負 債

６５,２９２ １９７,６０８ ２６２,９００流 動 負 債

 － １９,７９７ １９,７９７その他未処分利益剰余金変動額

２８,１５７ ９０,２０５ １１８,３６２当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

２８,１５７ ７０,４０８ ９８,５６５経 常 利 益

２８,１５７ ７０,４０８ ９８,５６５当 年 度 純 利 益

１６,１８８ ９７,９３４ １１４,１２２営 業 外 収 益

３,１５４営 業 外 費 用 １９４ ２,９６０

彦根工業用水道事業 南部工業用水道事業 工 業 用 水 道 事 業 計

工業用水道事業



Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額は次のとおりである。

１年内

１年超

　計

Ⅴ その他の注記

退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、退職手当として２２,０１１千円を支給するため、退職給付引当金２０,７０３千円を取り崩す。

修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、吉川浄水場沈殿池防水工事等を執行するにあたり、修繕引当金４２,７８１千円を取り崩す。

１

４３千円

３９千円

８２千円

１,２５１,８３５ ７,６７４,４６０ ８,９２６,２９５資 本 金

工業用水道事業

１

２

６３２,４７３ １,８４９,１４９ ２,４８１,６２２剰 余 金

１,８８４,３０８ ９,５２３,６０９ １１,４０７,９１７資 本 合 計

２,３４５,３０８ １１,６３６,９８２ １３,９８２,２９０負 債 資 本 合 計



（単位  千円）

雑 収 益

受 託 工 事 収 益

（収　　 　入）

備　　　　　　　考

３４３,０６３

他 会 計 負 担 金

６,９４９

５,１１１,８００

４,７６８,７３７

予　　　　定　　　　額

受 取 利 息 お よ び 配 当 金

４,７６８,７３７

２,８６３

長 期 前 受 金 戻 入

２,３３０

２３,１２３

給 水 収 益

２５１,５３１

５６,２６７

３

５ 消費税および地方消費税還付
金

款

水 道 用 水 供 給 事 業 収 益

水道用水供給事業

１

１

１ 営 業 収 益

営 業 外 収 益

４

２

６

１

２

令 和 2 年 度 滋 賀 県 水 道 用 水 供 給 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 お よ び 支 出

項 目



（単位  千円）

費

３ 減 価 償 却 費

２ 営 業 外 費 用

水 道 用 水 供 給 事 業 費 用

款 目

４２８,７４０

１７１,２０２

２６,０４３

２,１６０,７６４

１,５０８,８５１

受 託 工 事 費

２３,３７８雑 支 出

２３,１２３

１２４,７０１１

１ 総 係 費

支払利息および企業債取扱諸

資 産 減 耗 費

業 務 費

備　　　　　　　考

４,１２４,３９８

４,２９５,６００

予　　　　定　　　　額

２

４

２

項

（支　　 　出）

水道用水供給事業

１

３

１ 営 業 費 用



（単位  千円）

備　　　　　　　考目

１

（収　　 　入）

資 本 的 収 入

款 項 予　　　　定　　　　額

３７７,２００

資 本 的 収 入 お よ び 支 出

水道用水供給事業

２ 出 資 金

１ 補 助 金

１

１ 県 出 資 金

国 補 助 金

２４７,７００

２４７,７００

１２９,５００

１２９,５００



（単位  千円）

備　　　　　　　考

４,９５０,２００

款 項 目

（支　　 　出）

水道用水供給事業

１ 資 本 的 支 出

１ 建 設 改 良 費

予　　　　定　　　　額

４,２３１,９９３

４,０８５,８９２２ 構 築 物 費

１４６,１０１１ 総 係 費

２ 企 業 債 償 還 金

１８,５８３３ 固 定 資 産 購 入 費

６９９,６２４１

１ 有 形 固 定 資 産 購 入 費 １８,５８３

企 業 債 償 還 金

６９９,６２４



（単位  千円）

１

２

水道用水供給事業

３,６７９,７８９

３,５６２,０３７

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

１２４,７０１

小 計

利 息 の 支 払 額

２６,０４３

２３,０７９

２８,５１３

△ ６,９４９

△

△ ７７,８０２

１,３１４

△ ２５１,５３１

６,９４９

△ １,０６４

△ ５３,２６７

９０３,３３７未 払 金 の 増 減 額

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

４６６,３０６

２,１６０,７６４

当 年 度 純 利 益

減 価 償 却 費

（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）

令和 2 年度滋賀県水道用水供給事業予定キャッシュ･フロー計算書

資 産 減 耗 費

雑 支 出 （ 控 除 対 象 外 消 費 税 等 ）

１２４,７０１

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額

賞 与 等 引 当 金 の 増 減 額

修 繕 引 当 金 の 増 減 額

長 期 前 受 金 戻 入 額

支 払 利 息

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

特 別 修 繕 引 当 金 の 増 減 額

消 費 税 等 資 本 的 収 支 調 整 額

未 収 金 の 増 減 額

た な 卸 資 産 の 増 減 額

３５０,０１６

△ １３,６７１



３

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

資 金 減 少 額

△

資 金 期 首 残 高

１０,８４４,４７０

１,０１０,９６３

１１,８５５,４３３

資 金 期 末 残 高

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ５７０,１２４

△ ６９９,６２４

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

２４７,７００

△ ２,７４２

△有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

水道用水供給事業

４,２４７,８３４

一 般 会 計 か ら の 繰 入 金 に よ る 収 入

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

１２９,５００

４,００２,８７６

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

39,657 19,075

373,551

142,602

516,153

229,855

816

1,993

39,347

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

比
　
　
　
較

扶 養 手 当

15,265

 (8)

 17
－

 36

1

10,025

資 本 勘 定 支 弁 職 員

58,468

59,284

36,544

78,920

△ 6,976

特殊勤務手当

291

△ 14,818

20,630

159,741

時 間 外 勤 務
手 当

－

△ 715

19

 55

42,828

△ 17,139△ 2,321

27,418

19,066291

310

2
－

住 居 手 当

 (－)
△ 2

－

地 域 手 当

278,291

 (2)

21,726

58,716

46,427

432,340

117,505

79,850

242,643

 (1)

127,356

71,078

150,935

132,323

6,284

3,9638,938

勤 勉 手 当

52,432

410,614180,759

通 勤 手 当期 末 手 当

合 計

合　　　　　計

合 計

区　　　　　　　　　　　　　　分
給 料

490,464

53,403

特 別 職

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

 55
1  (10)

1

 38

 (1)

職 員 数

 (9) 171,565

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

計手 当

314,8351

一 般 職

25,097

189,697

143,270

 (8) 15,914

法 定 福 利 費

　　１　総　　　括

区　　分

83,813

330,723

10,726

25,689

△ 2,453 9－

損 益 勘 定 支 弁 職 員

水道用水供給事業

比　　較

前 年 度

合 計

資 本 勘 定 支 弁 職 員

手　当　の　内　訳

12,788

6,791

－

2,708

△ 7,842

7,018 17,718

△ 227

－  (1)

本 年 度

給 与 費 明 細 書

701



千円 千円 千円 千円 千円 千円

人 人 千円 千円 千円 千円 千円

退 職 手 当

2,76627,523

298,681

5,572

5,334

10,391

特 別 職 一 般 職

　　注　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

872

児 童 手 当

1△ 1比　　較

2,41599871前 年 度 21

20

△ 246

管 理 職 員
特別勤務手当

管 理 職 手 当

5,580

351

水道用水供給事業

区　　分 休日勤務手当

本 年 度 100

損 益 勘 定 支 弁 職 員

17,132

1

夜間勤務手当

区　　　　　　　　　　　　　　分
職 員 数

56,156 354,837
 38

 (1) 159,059 139,622

資 本 勘 定 支 弁 職 員 －  (1) 71,078

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
法 定 福 利 費 合　　　　　計

46,427

比
　
　
　
較

本
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 1

給 料 計手 当

416,186 81,253 497,439
 55

前
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 1  (1) 150,935 127,356

117,505 25,097 142,602
 17

合 計 1  (2) 230,137 186,049

27,418 159,741
19

合 計 1  (2) 229,855 180,759 410,614 79,850

△ 2

278,291 52,432 330,723
 36

資 本 勘 定 支 弁 職 員 －  (1) 78,920 53,403 132,323

24,114
2

資 本 勘 定 支 弁 職 員 －  (－) △ 7,842 △ 6,976 △ 14,818 △ 2,321 △ 17,139

490,464
 55

－  (－) 8,124 12,266 20,390 3,724

1,403 6,975
－

合 計 －  (－) 282 5,290

　　　(1) 会計年度任用職員以外の職員



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円

　　　　２　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

人 人 千円 千円 千円 千円 千円

職 員 数

特 別 職 一 般 職

 (8)
 －

 (8)
 －

－

－

－

通 勤 手 当 特殊勤務手当
時 間 外 勤 務
手 当

本 年 度 6,791 14,326 1,993 57,514 39,657 9,787

区　　分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

291 19,075

手　当　の　内　訳

2,766本 年 度 20 872 100 5,334 27,523

9

区　　分 夜間勤務手当 休日勤務手当
管 理 職 員
特別勤務手当

管 理 職 手 当 退 職 手 当

19,066

比　　較 △ 227 △ 3,392 △ 715 △ 954 310 △ 238 －

前 年 度 7,018 17,718 2,708 58,468 39,347 10,025 291

法 定 福 利 費 合　　　　　計
給 料 手 当 計

　　　(2) 会計年度任用職員

区　　　　　　　　　　　　　　分
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

比　　較 △ 1 1 1 △ 246 10,391 351

前 年 度 21 871 99 5,580 17,132 2,415

児 童 手 当

16,154 2,560 18,714

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － － －

損 益 勘 定 支 弁 職 員 12,506 3,648

－

－

－

－

－

－

－ －

合 計

－

損 益 勘 定 支 弁 職 員 － － － －

12,506 3,648 16,154 2,560 18,714

－

前
　
年
　
度

－

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － － － －

本
　
年
　
度

水道用水供給事業

　　注　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載したものである。

合 計 － － － － －



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円

　　　　２　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費
法 定 福 利 費 合　　　　　計

給 料 手 当 計
区　　　　　　　　　　　　　　分

職 員 数

特 別 職 一 般 職

3,648 16,154

－

－

－

手　当　の　内　訳

 －

比
　
　
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 12,506 3,648 16,154 2,560 (8)
 －

－

 (8) 18,714

18,714

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － － － － －

本 年 度 939 1,770 939

区　　分 地 域 手 当 期 末 手 当 通 勤 手 当

合 計 12,506

水道用水供給事業

　　注　１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて記載したものである。

比　　較 939 1,770 939

前 年 度 － － －

2,560



千円 千円

給与改定に伴う 給与改定の状況
増減分

　　　　

昇給に伴う増加
分

その他の増減分 職員数の異動状況

人 人 人

制度改正に伴う 制度改正の状況
増減分

一般会計に準じて改定

その他の増減分

　 改定実施時期　　 　 　        　令和元年12月１日

前 年 度

現 に 在 職 す る 職 員

55

職 員 構 成 の 異 動 等

本年度

－

△ 2,023

前年度  勤勉手当

本 年 度

6,775

区　　分

　　２　給料および手当の増減額の明細

2,593

 給料月額を引上げ
　 改定実施時期　　 　　　　　　 　令和２年４月１日

本年度  扶養手当、地域手当、住居手当

－

そ の 他

55

手 当

12,788 3,420

区 分 増 減 事 由 別 内 訳 説 明

55

　 改定実施時期　　 　 　        　令和２年４月１日

 給料の改定率　　　　　　　　　　　　　　　　 0.1％

備 考

　 改定実施時期　　 　　　　　　 　平成31年４月１日

55

前年度

 6,775千円

比　　較

増 減 額

10,961

8,938

給 料

水道用水供給事業

－－

計

－



 157,092

（単位　円・歳） 　　　(2) 初　任　給 （単位　円）

行 政 職

水道用水供給事業

一般会計の制度

 191,370

 157,092

区 分行 政 職

平 均 年 齢

高 校 卒

大 学 卒  191,370

328,842

418,638

　　３　給料および手当の状況

区 分

322,358

45.8

令和元年12月１日現在

　　　(1) 職員１人当たり給与

平 均 年 齢

406,839

平成30年12月１日現在

平均給与月額

平均給料月額

平均給与月額

45.6

行 政 職

平均給料月額



5.4

7.3

12.7

 4

６ 級

100.0

3.9

 (2)

20.0

 12

 51

25.5
 14

５ 級

 1

 11

 4

６ 級

 (2)

１ 級

令

和

元

年

12

月

１

日

現

在

 3

 1

７ 級

計

1.8

1.8

 7

 2

2.0

職　員　数

 8

 (2)

9.8

9.8

水道用水供給事業

２ 級

 (1)
 14

 5

計

平

成

30

年

12

月

１

日

現

在

7.8

４ 級

 1８ 級

25.5

８ 級

構　成　比

行 政 職

 55

（単位　人・％）　　　(3) 級別職員数

15.7

３ 級

５ 級

 (1)
３ 級

１ 級

２ 級

７ 級

100.0

27.5４ 級

23.5

 5

区 分

14



1 級

係 長

2 級

(B)/(A)

7 級区 分

（困 難）

行 政 職

参 事

 －

67.3

課長補佐

 8

技 師

主 事

（困 難） （困 難）

（困 難）

6 級

 (高 度）

主 事

 (高 度）
次 長

(A)

(A)

8 号 給

8 級

技　　師

課長補佐 主 幹

主 幹 係 長

5 級 4 級 3 級

主任技師

主任技師

主 査
主任主事

主任主事

2 号 給

 33

 3

前

年

度

 55

4 号 給

(B)

昇 給 に 係 る 職 員 数

6 号 給

課 長

 26

号 給 数 別 内 訳

 1

区 分

本

年

度

 24

昇 給 に 係 る 職 員 数

 56 号 給

 3

行 政 職

比 率

(B)

2 号 給

職 員 数

4 号 給

　　　 　（級別の基準となる職務）

水道用水供給事業

8 号 給

 55

　　　(4) 昇　　給 （単位　人・％）

比 率 (B)/(A)

号 給 数 別 内 訳

 37

60.0

職 員 数

（困 難）



6 月

一 般 会 計 の 制 度

前 年 度

本 年 度

(1.175)
2.25

水道用水供給事業

　　　(6) 期末手当・勤勉手当

(1.175)
2.25

(1.175)
2.225

12 月

(1.175)
2.25

(1.175)
2.225

区 分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

(1.175)
2.25

有

有

有

備 考支　 給　 率　 計

（単位　月）

(2.35)
4.50

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

1,593

多くの職員に支給
さ れ て い る 手 当

毒物および劇物取扱手当

代表的な特殊
勤務手当の名
称

支給額の多い手当

区 分

　　　(5) 特殊勤務手当 （令和元年12月１日現在　単位　％・円）

支給対象職員１人当たり平均支給月額

0.0

11.1

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

行 政 職

支 給 対 象 職 員 の 比 率

毒物および劇物取扱手当

(2.35)
4.45

(2.35)
4.50



定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

　　注　１　「(1) 職員１人当たり給与」は、当該日に在職する職員（短時間勤務職員および休職職員等を除く｡）について算出したものである。

　　　　２　「(1) 職員１人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当および児童手当を除いて算出したものである。

　　　　３　「(3) 級別職員数」の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

　　　　４　「(4) 昇給」の昇給に係る職員数は、短時間勤務職員を除いたものである。

　　　　５　「(6) 期末手当・勤勉手当」の（　）書は、再任用職員に係る支給率である。

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

　　　(8) その他の手当

47.709

通 勤 手 当

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度
（ 支　給　率　等 ）

24.586875

33.2707524.586875

33.27075

支　　　　給　　　　率　　　　等

　　　(7) 定年退職および応募認定退職に係る退職手当

区 分

水道用水供給事業

20年勤続の者 25年勤続の者 備 考

（2％～45％加算）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

差 異 の 内 容

47.709

最 高 限 度

（2％～45％加算）

47.709

（単位　月）

47.709

35年勤続の者



（単位  千円）

( )

( )

( )

2,346,000

94,000 40,000

吉川浄水場耐震対策その１工事

水 道 用 水 建 設 事 業

令和４年度まで

－ 令 和 ３ 年 度 752,037 340,000 － 412,037

54,000

482,548

令 和 ３ 年 度 154,000 70,000 －

期　　　　間

84,000

885,548

令和３年度から －3,686,000

水 道 用 水 改 良 事 業 154,000 －

令和４年度まで

水道用水供給事業

蒲生日野ライン鋳物師３工区管路

工事

更新工事

令和４年度まで

3,686,000 －

－

令 和 元 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

令 和 ２ 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

5,644,000水 道 用 水 建 設 事 業 5,644,000 2,052,000

金　　額 企　業　債金　　額

令和２年度から

－ 令和３年度から －403,000

－

－ － －

1,340,000

－ 10,500 － －令和３年度から

16,000

国 補 助 金

－－

10,500

そ　の　他

－ 3,592,000

令 和 ３ 年 度

等更新工事

－

水 道 用 水 建 設 事 業

水 道 用 水 改 良 事 業 885,548

水 道 用 水 建 設 事 業 10,500 －

－

吉川浄水場耐震対策工事現場技術
業務

16,000

吉川浄水場耐震対策建築設計監理

吉川浄水場薬品注入設備改良工事

水 道 用 水 改 良 事 業

16,000

期　　　　間

業務

令和４年度まで

－

日野ライン松尾３工区等管路更新

吉川浄水場耐震対策その２工事

－

馬渕浄水場１系沈殿池汚泥掻寄機

水 道 用 水 改 良 事 業 752,037 －

94,000

－ 令 和 ３ 年 度



( )

( )

( )

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

期　　　　間 金　　額 期　　　　間 金　　額 企　業　債 国 補 助 金 そ　の　他

場 外 施 設 等 点 検 業 務 12,470 － － 令 和 ３ 年 度

吉川浄水場排水処理施設運転管理業務 －

令和４年度まで

浄 水 場 運 転 管 理 業 務 232,123 令和３年度から

515,000令和２年度から

令和３年度まで

令 和 ３ 年 度

－ 935,000

12,470 － － 12,470

36,00036,000

－

－ －

12,251

46,246－ 46,246令 和 ３ 年 度

9,000

420,000 －

－ －

－ 9,000

令和３年度から

－ －

水 道 用 水 改 良 事 業 208,120 － 令 和 ３ 年 度 208,120 90,000 － 118,120

令 和 元 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

令 和 ２ 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

水道用水供給事業

232,123

－ －12,251 12,251

－ － 令 和 ３ 年 度 14,300

令和４年度まで

14,300

術業務

水口浄水場排水処理設備更新工事

－ －馬渕浄水場排水処理施設運転管理業務

日 野 町 上 水 道 工 事

－ － 232,123

－

水 道 用 水 受 託 事 業 46,246

日野ライン等管路更新工事現場技

水 道 用 水 改 良 事 業 935,000 －

－

14,300

水 道 用 水 改 良 事 業 9,000

水 道 用 水 改 良 事 業

馬渕浄水場既設施設耐震補強工事

令 和 ３ 年 度 36,000 － －

－ － －

備更新工事
日野第一加圧ポンプ場自家発電設



水道用水供給事業

21,998

水 道 用 薬 品 調 達 業 務 172,145 － 令 和 ３ 年 度 172,145－ － － 172,145

汚泥収集運搬・リサイクル処分業務 21,998 － － 令 和 ３ 年 度

－ － 1,902

21,998 － －

1,902 － 令 和 ３ 年 度 1,902－

馬渕浄水場活性炭注入設備運転管理業務 17,316 － － － －

吉 川 浄 水 場 活 性 炭 溶 解 業 務

17,316

－ － 10,880水口浄水場排水処理施設運転管理業務 10,880 － 令 和 ３ 年 度 10,880

17,316令 和 ３ 年 度

－



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

へ

ト

チ

イ

ロ

ハ

工 具 器 具 お よ び 備 品

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

地 上 権

水道用水供給事業

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

(1)

令 和 2 年 度 滋 賀 県 水 道 用 水 供 給 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（令　和　３　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

無 形 固 定 資 産 合 計

船 舶

４２８,６４７

４,４６６,６４７

４３,３７９,１８６

構 築 物

１８,８５８,２８７△  

４３９,０５８

１０,２４７

１６４

機 械 お よ び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

２７８,８４３△       

水 利 権

施 設 利 用 権

(2)

１１１,８４７

３９０,６９０

２,６４５,０９８

７,９７８,６８８

２６,０３６,１２６

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

２１６

２,１３４,７６８

６６３

４,９１５,５６１

２,２７０,４６３△    

２０,３９０△         

４４７△              

２６,１８６

５６,３５２,５５５

２６,８３６,９７５

５,７９６

３０,３１６,４２９△  



イ

ロ

２

３

イ

イ

ロ

ハ

４

イ

固 定 負 債

１８４,５４７退 職 給 付 引 当 金

預 託 金

企 業 債

資 産 合 計

１１,３９４,７７１

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

現 金 預 金

貯 蔵 品

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

引 当 金

未 収 金

(1)

負　　　　債　　　　の　　　　部

水道用水供給事業

企 業 債

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

１４,２７２

５２３,２６７

５５,２２７,２８７

(1)

特 別 修 繕 引 当 金

６,８３９,４６７

１４,２００

７２

１０,８４４,４７０

(1)

(2)

８５８,２７７

４３,８３２,５１６

２７,０３４

８,１５２,１０２

出 資 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

６,８３９,４６７

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

５７９,９５３

(2)

(3)

２６９,８１１

１,３１２,６３５



イ

ロ

ハ

５

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

負 債 合 計

長 期 前 受 金 合 計

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額 ４８,８９８

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

流 動 負 債 合 計

他 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額 ４,２４４,１６４

寄 附 金 １５５,０９７

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益

５７,３８９２０,３４６△         

水道用水供給事業

(3)

(2)

長 期 前 受 金

１,８２７,９９７

引 当 金 合 計

国 庫 補 助 金 ５,８５７,１６１

そ の 他 補 助 金

６４,３３０

３６,５３３

１５,４３２△         

１４３,５１６

(1)

賞 与 等 引 当 金 ２６,８９９

特 別 修 繕 引 当 金 ６７,７２６

２,５５１,９６６

修 繕 引 当 金 ４８,８９１

引 当 金

４,７３６,７６２

２８,９０２

(4)

企 業 債 合 計 ５７９,９５３

５００

１１８,５６４△       

４２６,１８１

１０,２６１△         

３３１,１３７

１,６１２,９９７△    

９５,０４４△         

７７,７３５

未 払 金

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

そ の 他 流 動 負 債

４,７３６,７６２

１８,６４１

１５,４４０,８３０



６

７

イ

ロ

ハ

イ

ロ

水道用水供給事業

３９,７８６,４５７

６,６６７,３６５

１,７１７,３４２資 本 剰 余 金 合 計

１,００１,２９６当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

資　　　　本　　　　の　　　　部

２,０４３

(2)

国 庫 補 助 金 １,７１３,２８０

(1) 資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 金

剰 余 金

２,０１９

５５,２２７,２８７

４,９５０,０２３

３,９４８,７２７

利 益 剰 余 金

３３,１１９,０９２

工 事 負 担 金



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

たな卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数（ただし、構築物または機械および装置を一体として償却する

場合は、同号注一の表に掲げる耐用年数）により定額法を用いている。

無形固定資産

地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における水道用水供給事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、

各会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる214,057千円を除いて計上している。

賞与等引当金

職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

上している。

特別修繕引当金

法令等に基づき、数年度ごとに定期的に行われる大規模な修繕について、その修繕に要する経費を年数按分した額を計上している。

修繕引当金

平成24年４月１日施行の地方公営企業会計基準移行前に引き当てたものを計上しており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

２

水道用水供給事業

注 記

（令 和 ３ 年 ３ 月 31 日）

１

(5)

(2)

(3)

(4)

(1)

(2)

３

(1)



その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、期中税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

Ⅱ 令和２年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

なし

Ⅲ 令和２年度予定貸借対照表等に関する注記

なし

Ⅳ セグメント情報に関する注記

報告セグメントが水道用水供給事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅴ リース契約により使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額は次のとおりである。

１年内

１年超

　計

Ⅵ その他の注記

退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、退職手当として１０５,３２５千円を支給するため、退職給付引当金９３,９９７千円を取り崩す。

特別修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、吉川浄水場自家発電設備修繕工事等を執行するにあたり、特別修繕引当金１４,８１９千円を取り崩す。

修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、吉川浄水場自家発電設備修繕工事等を執行するにあたり、修繕引当金１３,６７１千円を取り崩す。

１

２,８６５千円

７,５３２千円

(1)

４

１０,３９７千円

１

２

水道用水供給事業

３



（単位  千円）

１

２

３

４

(1) 給 水 収 益 ４,４０２,７９９ ４,４０２,７９９

水道用水供給事業

令 和 元 年 度 滋 賀 県 水 道 用 水 供 給 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）

営 業 収 益

(2) 業 務 費 １,３０２,９０３

営 業 費 用

(1) 総 係 費 ３８７,９７０

営 業 利 益 ３９４,２０４

営 業 外 収 益

(4) 資 産 減 耗 費 ２６,０７３ ４,００８,５９５

(3) 減 価 償 却 費 ２,２９１,６４９

(2) 他 会 計 負 担 金 ２,１１０

(1) 受 取 利 息 お よ び 配 当 金 ６,９６３

(5) 雑 収 益 １,７０５ ２８８,８２８

(4) 受 託 工 事 収 益 ９,９０７

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 ２６８,１４３

(3) 雑 支 出 ４００ １４８,０４２ １４０,７８６      

(2) 受 託 工 事 費 ９,９０７

営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 お よ び 企 業 債 取 扱 諸 費 １３７,７３５

当 年 度 純 利 益 ５３４,９９０

経 常 利 益 ５３４,９９０

その他未処分利益剰余金変動額 ７４６,５８６

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 １,２８１,５７６



（単位  千円）
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令 和 元 年 度 滋 賀 県 水 道 用 水 供 給 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（令　和　２　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

土 地 ２,１３４,７６８

建 物 ４,９１５,５６１

(1) 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 ２９,１７０,３２７△  ２７,１３４,７６８

機 械 お よ び 装 置 ２５,９８９,９３４

減 価 償 却 累 計 額 ２,１５５,３０９△    ２,７６０,２５２

構 築 物 ５６,３０５,０９５

減 価 償 却 累 計 額 ２２,０６９△         ４,１６６

船 舶 ６６３

減 価 償 却 累 計 額 １８,４３０,２７０△  ７,５５９,６６４

車 両 運 搬 具 ２６,２３５

(2) 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 ２５３,２０６△       １２９,７２７

建 設 仮 勘 定 １,９４４,４８８

減 価 償 却 累 計 額 ２９８△              ３６５

工 具 器 具 お よ び 備 品 ３８２,９３３

地 上 権 ９,７８０

施 設 利 用 権 １６８

水 利 権 ４４９,４２４

有 形 固 定 資 産 合 計 ４１,６６８,１９８

水道用水供給事業

無 形 固 定 資 産 合 計 ４５９,３７２



イ

ロ

２

３

イ

イ

ロ

ハ

４

イ

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

水道用水供給事業

預 託 金 ７２

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １４,２７２

出 資 金 １４,２００

(2) 未 収 金 ４７０,０００

(1) 現 金 預 金 １１,８５５,４３３

固 定 資 産 合 計 ４２,１４１,８４２

流 動 資 産

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

流 動 資 産 合 計 １２,３５１,４０３

資 産 合 計 ５４,４９３,２４５

(3) 貯 蔵 品 ２５,９７０

退 職 給 付 引 当 金 ２６２,３４９

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

７,４１９,４２０

企 業 債 合 計 ７,４１９,４２０

(2) 引 当 金

(1) 企 業 債

引 当 金 合 計 １,４６３,７２２

固 定 負 債 合 計 ８,８８３,１４２

特 別 修 繕 引 当 金 ２９４,２０５

修 繕 引 当 金 ９０７,１６８

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

６９９,６２４

流 動 負 債

(1) 企 業 債
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(2) 未 払 金 ９２４,６６０

企 業 債 合 計 ６９９,６２４

(3) 引 当 金

修 繕 引 当 金 １３,６７１

引 当 金 合 計 ５４,０７５

賞 与 等 引 当 金 ２５,５８５

特 別 修 繕 引 当 金 １４,８１９

(1) 長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計 １,６７８,８５９

繰 延 収 益

(4) そ の 他 流 動 負 債 ５００

他 会 計 補 助 金 ２８,９０２

収 益 化 累 計 額 ８,７９５△           ２０,１０７

国 庫 補 助 金 ５,６８４,２３１

収 益 化 累 計 額 １,４６９,４２４△    ４,２１４,８０７

工 事 負 担 金 ４３０,２６８

収 益 化 累 計 額 ８３,６７６△         ３４６,５９２

そ の 他 補 助 金 ７７,７３５

収 益 化 累 計 額 １６,２７７△         ６１,４５８

受 贈 財 産 評 価 額 ６４,３３０

収 益 化 累 計 額 １３,５７５△         ５０,７５５

寄 附 金 １５５,０９７

収 益 化 累 計 額 １０８,２２３△       ４６,８７４

負 債 合 計 １５,３０２,５９４

長 期 前 受 金 合 計 ４,７４０,５９３

繰 延 収 益 合 計 ４,７４０,５９３

水道用水供給事業
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剰 余 金

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 ３２,２４３,００６

工 事 負 担 金 ２,０１９

受 贈 財 産 評 価 額 ２,０４３

国 庫 補 助 金 １,７１３,２８０

水道用水供給事業

(1) 資 本 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金 ３,９４８,７２７

資 本 剰 余 金 合 計 １,７１７,３４２

(2) 利 益 剰 余 金

負 債 資 本 合 計 ５４,４９３,２４５

剰 余 金 合 計 ６,９４７,６４５

資 本 合 計 ３９,１９０,６５１

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 １,２８１,５７６

利 益 剰 余 金 合 計 ５,２３０,３０３



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

たな卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数（ただし、構築物または機械および装置を一体として償却する

場合は、同号注一の表に掲げる耐用年数）により定額法を用いている。

無形固定資産

地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における水道用水供給事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、

各会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる190,956千円を除いて計上している。

賞与等引当金

職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

上している。

特別修繕引当金

法令等に基づき、数年度ごとに定期的に行われる大規模な修繕について、その修繕に要する経費を年数按分した額を計上している。

修繕引当金

平成24年４月１日施行の地方公営企業会計基準移行前に引き当てたものを計上しており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

１

２

(1)

(2)

(1)

３

(5)

（令 和 ２ 年 ３ 月 31 日）

注 記

(2)

(3)

(4)

水道用水供給事業



その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、期中税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

Ⅱ 令和元年度予定貸借対照表等に関する注記

Ⅲ セグメント情報に関する注記

報告セグメントが水道用水供給事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額は次のとおりである。

１年内

１年超

　計

Ⅴ その他の注記

退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、退職手当として６０,５８４千円を支給するため、退職給付引当金５６,６６０千円を取り崩す。

特別修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、南津田導水ポンプ場ポンプ修繕工事等を執行するにあたり、特別修繕引当金３３,６６９千円を取り崩す。

修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、南津田導水ポンプ場ポンプ修繕工事等を執行するにあたり、修繕引当金５２,３９３千円を取り崩す。

２

１

水道用水供給事業

(1)

４

なし

１１１千円

１０１千円

２１２千円

１

３


